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C S R
活動報告

「CSR活動報告」では、富士フイルムグループが取り組む中
期CSR計画とCSR課題について、2011年度の代表的な活
動を中心にご報告しています。9つの重点課題の実績に加
えて、富士フイルムグループとして重要と考える活動を取
り上げています。
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◆◆◆ CSR活動報告

富士フイルムグループ中期CSR計画
企業とステークホルダー双方の視点に基づきCSR課題を検討し、
重点課題の設定と具体的な施策を通して、CSR活動を推進しています。

富士フイルムグループのCSR

　富士フイルムグループは、持株会社体制となった2006

年に「第二の創業」を掲げ、全世界共通の企業理念、ビジョ

ンを制定しました。またその精神を盛り込み全グループ会

社に適用する世界共通の企業行動憲章、行動規範を定め

ています。企業行動憲章では、人権尊重を含む5つの原則

を掲げ、行動規範においては、コンプライアンスを「法律に

違反しないということだけではなく、常識や倫理に照らし

て正しい行動を行うこと」と定義し、トップを含む全従業員

がこれらに沿った行動を実践する宣言をしています。

　さらに富士フイルムグループの全従業員が日々の業

務の中でCSR（企業の社会的責任）を意識し実践するよう、

「誠実かつ公正な事業活動を通じて企業理念を実践し、

ビジョンを実現することにより、社会の発展に貢献する」

という、「CSRの考え方」を明確にしています。その活動を

具体化するために、2008年から2010年にかけて6つの活

動方針（グリーン・ポリシー、社会貢献方針、生物多様性方

針、調達方針、品質方針、労働安全衛生方針）を策定・構築

しました。

　これからも、CSRの考え方を富士フイルムホールディン

グス、富士フイルム、富士ゼロックスならびに国内外の全

グループ会社で共有し、実践することで、社会の持続的発

展に貢献していきます。

富士フイルムグループのCSRの考え方
富士フイルムグループの考えるCSRとは、誠実かつ公正な
事業活動を通じて企業理念を実践し、ビジョンを実現するこ
とにより、社会の持続可能な発展に貢献することです。

わたしたちは、
1. 経済的・法的責任を果たすことはもとより、さらに、社会の
要請にこたえるよう、企業市民として、社会における文化・
技術の発展や環境保全に寄与していきます。
2. わたしたちのCSR活動が、社会の要請や期待に適切にこ
たえているか、その活動が的確に実施されているか、ス
テークホルダー（お客さま、株主・投資家、従業員、地域社
会、取引先など）との対話などを通して、常に見直していき
ます。
3. 事業活動に対する説明責任を果たすため、積極的に情報
開示を進め、企業の透明性を高めます。

■富士フイルムグループの歩みと、持株会社制移行後のCSR

1934

1950

1980

2004

2010
経営課題の達成を支援するCSR

（2010年4月～）

海外拠点の拡大／デジタル化の進展

持株会社制への移行に伴う、
CSR活動体制の整備・構築
（2006年10月～2010年3月）

企業体質および
成長戦略の再構築
2008年 富山化学工業（株）連結子会社化
2006年 持株会社制への移行

第二の創業へ向けて
中期経営計画「VISION75」スタート
2001年 富士ゼロックス（株）連結子会社化

1962年 富士ゼロックス（株）設立

事業の多角化／海外市場の拡大

写真フィルムの国産化／国内販売網の確立
1934年 富士写真フイルム（株）設立

■富士フイルムグループのCSRの考え方と各種方針

富士フイルムグループ企業理念・ビジョン

富士フイルムグループ企業行動憲章・行動規範

富士フイルムグループのCSRの考え方

グリーン・ポリシー
（環境方針）
2008年7月制定

社会貢献方針
2008年4月制定

生物多様性方針
2009年6月制定

調達方針
2009年10月制定

品質方針
2010年1月制定

労働安全衛生
方針

2010年1月制定

※ 「企業理念・ビジョン」
  「企業行動憲章・行動規範」
　（P6、ウェブサイト参照）

▷P32参照 ▷P50参照 ▷P42、ウェブサイト参照 ▷P61参照 ▷ウェブサイト参照 ▷P49参照
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CSR活動報告

富士フイルムグループのCSR推進体制

　富士フイルムグループは、グループ全体のCSR活動を円

滑に行うために、2006年に富士フイルムホールディングス

社長を委員長とするCSR委員会を設置し、グループ全体の

CSR活動推進のための意思決定を行っています。CSR委員

会事務局である富士フイルムホールディングスのCSR部

門は、富士フイルムグループのCSR経営を徹底させる役割

を担当。活動基盤整備や意思決定、ステークホルダーとの

コミュニケーションのほか、グループ各社のCSR活動の支

援や全グループのCSR活動の監査等を行っています。

　なお、グループ各社のCSR担当部門は、CSR活動計画の

策定と実施や、コンプライアンスの徹底・リスクマネジメ

ント等ガバナンスの強化、ステークホルダーとのコミュニ

ケーション、及び富士フイルムホールディングスCSR委員

会への活動報告等を行い、グループ全体でPDCAサイクル

に則ったCSR活動に努めています。

中期CSR計画の活動結果（2011年度）

　中期CSR計画（2010年度～2012年度）の2年目にあたる

2011年度は、東日本大震災やタイの洪水など、自然災害に

よる事業への影響もありましたが、国内外のグループ会社

が一丸となって事業目標の達成ならびにCSR目標の達成

に努め、「地球温暖化対策」や「環境に配慮した製品サービ

スの開発と普及」、「資源の有効利用」など、ほとんどのCSR

重点課題において、目標を達成することができました。

　しかし、「ステークホルダーコミュニケーションの充実」

では、ウェブサイトを活用した情報開示や社内ダイアログ

の実施のほか、サステナビリティレポートにおける課題ご

との第三者意見をいただくにとどまり、対話は十分にでき

ませんでした。また、「生物多様性の保全への取り組み」に

ついても、土地利用調査や環境配慮設計規則に条項を盛

り込むなど、着実な歩みをしているものの、十分な成果が

出たとは言えません。

　これらの結果を踏まえ、それぞれの重点課題に対する

2012年度施策・計画を確実に完遂し、中期CSR計画（2010

年度～2012年度）の達成を目指します。なお、2011年度

CSR活動報告の一覧は次ページ（P26、27）に、そして重点

課題ごとの代表的な活動は、P28～58に掲載しています。

■CSR推進における「重要性」評価マップ

シェアードサービス

■富士フイルムグループのCSR推進体制

富士
フイルム
株式会社

富士
ゼロックス
株式会社

富山
化学工業
株式会社

富士フイルム
ビジネス
エキスパート
株式会社

富士フイルムホールディングス株式会社
CSR委員会
事務局
富士フイルム
ホールディングス
総務部 
CSRグループ

●  CSRガバナンス
の全グループ適
用（CSR委員会
決定の方針、戦
略目的の展開）

●  CSR委員会決定
の重点課題・
施策の展開と
進捗管理

●  各社の
CSR活動の支援
（情報の収集と
分析評価）

●  社会への
情報開示と
ステークホル
ダーとの対話

●  全グループの
CSR活動の監査

CSR委員会
全グループに関わるCSR関連事項について
●基本方針の審議・決定
●重点課題・施策の審議・決定
委員長：富士フイルムホールディングス 社長

各社 CSR担当部門
活動遂行に伴う
● CSR活動計画の策定と実施
●コンプライアンスの徹底、リスクマネジメントの実施
●ステークホルダーとのコミュニケーションの推進
●  富士フイルムホールディングス CSR委員会への
CSR活動報告

事業会社

高

対
応
の
評
価
度

富士フイルムグループに与える影響度 大

低

小

社会の期待や要請

自主・業界基準

コンプライアンス

生物多様性

社会・文化貢献 気候変動問題

内部統制強化

CSR調達
品質・製品安全

重要度：中

重要度：小

重要度：大

重要度：大

情報開示と対話

人権・雇用

人材育成

労働安全衛生

化学物質管理

CSR活動の客観的評価

富士フイルムグループの重要課題は、「富士フイルムグループ
に与える影響度」と、法令順守や社会の期待や要請といった「対
応の評価度」の2軸からなる「重要性」評価マップで、その重要
性を位置づけ、中期CSR計画の作成に役立てています。その重
要性は上図のように位置づけています。
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2011年度 CSR活動報告

■目指す姿
1. 経営課題の達成を支援するCSRを富士フイルムグループ事業会社間の連携強化のもとに推進する。 

2. 事業の成長と環境への影響低減の両立、CSRブランド価値のさらなる向上を目指す。

◆◆◆ CSR活動報告： 富士フイルムグループ中期CSR計画

中期CSR計画（2010年度～2012年度）

推進方針 重点課題 中期目標 2011年度の主な実績（進捗状況）

構造改革を支え
る組織風土として
の健全性の確保
（組織基盤の強化）

グループ各社
のコンプライア
ンス／
リスクマネジメ
ントの質的向上

①企業行動憲章、行動規範の周知徹底
②リスク課題の管理システムの充実

●国内各社役職者経由の全従業員向けコンプライアンス説明会の実施
　（役職者向け説明会約60回・3,000人対象）
●腐敗防止規程の導入準備（北米、欧州（独、英）、日本及び東南アジアの一部の会社）
●震災など自然災害を含む全社リスク課題の見直し

ステークホル
ダーのコミュ
ニケーション
の充実

①サステナビリティレポートの充実
②ステークホルダー・ダイアログの有効活用

●サステナビリティレポートの充実（第三者意見の掲載/データのグラフ化）
●株主・投資家ウェブサイトの継続的な改善
●お客様からの声を反映し、製品、サービス改善の継続実施
●社内ダイアログ（人材交流）実施
●セルフチェックによるCSR調達の拡大

グループ総合力
強化のための人
材の活用と育成
の推進（人的基
盤の強化）

多様な人材の
活用と育成

①変革リーダーの育成
②基幹経営人材の育成
③グローバル人材の重点配置・早期育成強化

●富士フイルムグループ間のシナジー向上のため、
　・富士ゼロックスとの合同研修（変革リーダー合宿、シナジー研修）を各階層ごとに実施
　・グループ企業次期経営層を集めた中核人材研修実施
●事業のグローバル展開を見据えて、
　・新規海外拠点設置に合わせて海外駐在者増員
　・早期育成のための各種研修（海外トレーニー制度、海外ベーシック研修、海外マネジメ
ント研修）の実施

　・語学力向上のために、TOEICテスト受講及び一定基準クリアの義務化
　・グローバル意識啓発のための仕組みづくり（講演会、既存研修の改定など）

環境訴求による
市場での差別化
（クォリティ オブ 
ライフ：QOLの
向上に寄与する
環境配慮製品・
サービス）

地球温暖化対
策のグループ
一丸となった
取り組み

①富士フイルム：
　国内主要6工場でCO2原単位40％改善
   （1990年度比、換算生産量ベース）
②富士ゼロックス：
　国内主要5事業場のCO2原単位35％改善
（1990年度比、実質生産高ベース）
③従業員及び家族へのCO2削減啓発活動

★長期目標：ワールドワイドでのライフサイク
ルCO2排出量を2020年度までに30％削減

●富士フイルム：CO2原単位35％改善
　・生産ラインにおける省エネ施策の全社水平展開（排熱回収、発電効率向上）
　・オフィス等非生産拠点でのルール共通化による省エネの推進（空調条件、照明条件）等
●富士ゼロックス：CO2原単位40％改善
　･生産ラインの使用電力の見える化による省エネ活動の実施
　･生産工場空調設備を省エネ設備に更新。夏期主要節電施策の通年展開による省エネ
推進等

●従業員及び家族へのCO2削減啓発活動の継続実施
　・ICEプロジェクト（過去最高人数の参加）
　・安全・エコドライブ等

環境に配慮した
製品・サービス
の開発と普及

①主力製品において、現行品を超える、市場
要求に合致した環境性能を持つ製品・サー
ビスの開発・販売

②環境配慮設計の100％実施継続

●使用済み製品から原材料を取り出し、製品に再利用する技術と製品回収の仕組み構築、
普及開始

　・CTP版/PS版のクローズドループリサイクル
　・CD/DVDのDisc to Discリサイクル
●快適エコ機能を実現する節電型複合機/プリンターの新たな省エネ技術開発
●オフィス/事業所全体の環境負荷の見える化を実現する統合ソフトウエアの開発
●環境負荷の少ないプラスチック材料の開発
●環境負荷低減に配慮した包装設計の実施

生物多様性の
保全への取り
組み

①製品開発に「生物多様性の保全」観点の追
加と運用

②地域の環境保全活動の着実な実行
③事業所土地利用ガイドラインの策定

●環境配慮設計規則に基づく「生物多様性の保全」観点の着実な運用実施
　（生物資源使用時のアセスメントなど）
●地域の環境保全活動を継続実施
●事業所土地利用ガイドライン策定中

資源の有効利用 CO2削減活動とも連動し、資源投入量の削減
も含めた3Rを強化する
目標：全社エネルギー原単位（＝エネルギー
使用量/製造数量）18％改善（対2009年度比）

●リサイクル可能な作業服の採用
●使用済み製品から原材料を取り出し、製品に再利用する技術と製品回収の仕組み構築、普
及開始（CTP版/PS版のクローズドループリサイクル、CD/DVDのDisc to Discリサイクル）

●エネルギー原単位11％改善（対2009年度比）

化学物質管理
のレベルアップ

①サプライチェーン全体にわたる製品の化学
物質安全管理の強化

②化学物質の新たなリスク評価法の採用
③法規制のグローバルガバナンス強化（日・
米・欧に加え、中国他新興国への拡大）

●JAMPの仕組み活用による含有化学物質情報管理の運用開始
●化学物質管理における新たなリスク評価法（ハザードと暴露のマトリックス表による評
価）の富士フイルム社内利用開始

●グリーン調達基準のバージョンアップ
　・海外生産事業所の化学物質管理監査
　・海外現地法人との情報伝達ルート整備・強化

事業に付加価値
を与える社会貢献
（ステークホル
ダーの視点によ
る事業の成果）

本業と社会貢
献の連動

社会貢献方針に基づく活動の継続 ●「10,000人の写真展」の継続実施
●アルバムづくりの場を提供するアルバムカフェの本格展開
●医療支援団体を通じた写真、医薬品での支援
●拡大教科書普及に向けた教科書デジタルデータの運用ガイド・活用マニュアルの公開
●古文書の修復支援
●米国での竜巻被害への写真救済
●中国砂漠緑化活動継続
●震災復興への支援（広野町支援・写真救済・社員ボランティア派遣）
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評価 レポート
掲載ページ 2012年度の主な施策・計画

○

活動報告
P28～29

資料 P60

●国内全従業員向けのコンプライアンス説明会の実施
　（年1回、継続施策）
●腐敗防止規程の導入準備（中国など未導入会社の一部）、
及び導入グループ会社における適切な運用

●全社リスク課題への対応
●グローバルな全社情報セキュリティ規程導入

△

活動報告
P27、37、40、
43、45、48、53、
54～55、71
資料 P61

●CSR広報の積極実施
●サステナビリティレポートの充実（ウェブサイトとの連携
強化）、第三者意見の対話強化

●ステークホルダーダイアログの有効活用
●セルフチェックによるCSR調達の拡大

○

活動報告
P46～48

資料
P62～63

●経営幹部育成のためのリーダー養成研修のスタート
●人事制度改定とグループ展開による人材交流、人材強化
のためのグループ共通基盤を整備

●販売・生産分野での人材強化と能力発揮度アップ
●ローカル人材の活用と強化
●日本人社員のグローバル化推進

○

活動報告
P34～37

資料 
P64～65

●動燃費削減プロジェクトの完遂
　・生産ラインにおける省エネ施策の全社水平展開（継続）
　・オフィス等非生産拠点でのルール共通化による省エネ
の推進（空調条件、照明条件）

●従業員及び家族へのCO2削減啓発活動の継続実施

○

活動報告
P38～40

●環境貢献効果の算定方法策定及び環境配慮設計への適
用

●製品・サービスの環境配慮内容の積極的な発信
●環境負荷の少ない材料及び製品（ハードウエア/ソフトウ
エア）の開発

△

活動報告
P42～43

●生態系に対する安全性評価レベルの向上
●環境配慮設計規則に則した生物多様性保全評価のさらな
る展開
●地域の環境保全活動の着実な実施（継続）
●事業所土地利用ガイドラインの策定

○

活動報告
P41

資料 
P66

●動燃費削減プロジェクトの推進
●廃棄物削減プロジェクトの推進
●CTP版/PS版のクローズドループリサイクルの拡大
●冷却水等の再利用促進、節水による水投入原単位の維持
●製膜工程から発生するVOC排出量原単位の改善

○

活動報告
P44～45

資料 
P67

●サプライチェーン全体にわたる製品の化学物質安全管理
の強化

●化学物質情報のグローバル管理強化
●地域ごとの法規制監視・対応体制の継続強化

○

活動報告
P50～53、58

●社会貢献方針に基づく活動の実施

CSR活動報告

【自己評価】
○：成果を上げました　△：あと一歩で評価につながります　×：努力をしています

事業の多角化に合わせ、
CSRのフレームワークも進化させる

　昨年度に外部有識者より中期CSR計画を3カ年
のロードマップに展開するよう指摘されたことに
対応し、本年度は実績と自己評価、次年度施策の
開示に踏み切りました。富士フイルムグループが
CSR目標を明示して、PDCAを回す意図が明確に
読み取ることができ高く評価できます。
　一方で、課題を二つ指摘したい。一つは、CSR
推進方針の分野設定に偏りが見られることです。
今後ヘルスケア事業、ドキュメント事業などを強
化する中で、CSRのフレームワークを化学品メー
カーのスタンダードであるRCだけでなく、たとえ
ばISO26000といった幅広く事業に運用できる枠
組みを活用することで、自社の取り組みがバラン
ス良く行われているかチェックされることを提案
いたします。もう一点は、特に社会的な中期目標
の進捗管理を行っていく上で、なるべく定量的な
目標を設定・開示してKPI化を行っていくことを
提案いたします。環境面では定量目標が多く見ら
れる半面、たとえば「多様な人材の活用と育成」と
いった事業上カギとなる施策についても目標の
設定・開示を行って、業界のリーディングカンパ
ニーとして模範となる開示姿勢を取られることを
期待します。

第三者意見を受けて

　今年度は中期CSR計画における当社グループの活動が
どれだけの成果を出しているのか、また今後残された課
題が何かをわかりやすく情報開示することに努めました。
当社グループのPDCAを回す活動をご理解いただけるよ
う、今後もこの方法を継続してまいります。
　また、来年度は新たな中期CSR計画を立てるタイミング
です。重点課題の設定において、ISO26000等を参考にし
て広く環境面・社会面の課題を見極め、重要性評価マップ
で位置づけを明確にした上で計画、アドバイスいただい
たKPIの設定にも取り組んでいきます。
（富士フイルムホールディングス 総務部CSRグループ）

株式会社クレイグ・コンサルティング
代表取締役

小河 光生 氏
プロフィール
CSRコンサルティングのほか、経営
戦略、M&A、事業再生、人事コンサル
ティングなどを手がける。日本経済新
聞社とパートナーシップを組み、2004
年以降、「日経CSRプロジェクト」を立
ち上げから支援。

O P I N I O N      「中期CSR計画」への第三者意見
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◆◆◆ CSR活動報告

コンプライアンス／リスクマネジメントの質的向上
企業の社会的責任を全うするために、従業員一人ひとりが
コンプライアンスとリスク管理に積極的に取り組める企業風土づくりを目指しています。

富士フイルムグループの
コンプライアンスの考え方

　企業活動における基本的なポリシーとして、「富士フイ

ルムグループ 企業行動憲章」を制定しています。「企業行

動憲章」に基づき、「富士フイルムグループ 行動規範」を定

め、法令及び社会倫理に則った活動・行動の徹底を図ると

ともに、コンプライアンス宣言を通じて、事業活動におい

てコンプライアンスが優先することを明示しています。

　富士フイルム、富士ゼロックスの両事業会社には専任部

門を設置し、定期的な教育などを通じて、国内外の関係会

社を含めたグループ全体におけるコンプライアンス意識

の浸透と向上を図っています。そのほか、行動規範やコン

プライアンスに関連した相談・連絡・通報を受ける窓口を

事業会社内外に設置し、違反行為の早期発見に努めるとと

もに、相談には適切に対処しています。相談内容について

は、相談者保護を配慮した上で、社長を委員長としたCSR

委員会に報告されています。

富士フイルムグループのリスク管理

　各事業会社において適切なリスク管理体制を構築して

います。リスク予防や発生したリスク案件への対応等は、

所定の手続きに従って各事業会社からCSR委員会事務局

に報告されます。重要なリスク案件については、CSR委員

会において適切な対応策を検討・推進しています。

　持株会社である富士フイルムホールディングスは、子会

社の業務執行を株主の立場から監督しつつ、グループに

共通する業務の統一化を図り、効率的かつ適切な業務遂

行を目指しています。各子会社の業務体制の構築と遂行

に対しては、指導・支援・監督を行い、グループ全体で適正

な業務運営を図っていきます。

　反社会的勢力排除については、「富士フイルムグループ 

行動規範」において、社会の秩序や安全に脅威を与える反

社会的・非合法勢力や団体との関係を排除する姿勢を持

ち、これらの勢力や団体を利する行為はしないことを、基

本的な考え方として定めています。

富士フイルムグループのコンプライアンス宣言
わたしたちは、事業活動のあらゆる局面において、コンプライアンスを重視し、
新たな価値創造に挑戦します。
ビジネスの利益や他者からの要求がコンプライアンスと衝突するときは、コンプ
ライアンスを優先します。
“オープン、フェア、クリア”の精神で臨む、それがわたしたちの基本です。

企業行動憲章・行動規範冊子

■コンプライアンス・リスクマネジメント推進体制
　（富士フイルムとその関係会社）

■企業倫理・コンプライアンス推進体制
　（富士ゼロックスとその関係会社）

役割
①リスクが顕在化・拡大化
　しないように対処
②事前対応
③予防活動

CSR推進部
コンプライアンス＆
リスク管理部

役割
①企業行動憲章・行動規範の
　周知活動
②行動規範浸透のフォローアップ
③行動規範の違反への対応

総合危機管理委員会 コンプライアンス委員会

事務局
コンプライアンス＆リスク管理部長

事務局
コンプライアンス＆リスク管理部長

コンプライアンス＆
リスク管理部長

委員長  社長
● 副委員長：
　CSR推進管掌執行役員
● 常任委員：
　連結経営管理管掌執行役員
　総務管掌執行役員
　法務管掌執行役員
　広報管掌執行役員

委員長  社長
● 副委員長：
　CSR推進管掌執行役員
● 常任委員：
　連結経営管理管掌執行役員
　人事管掌執行役員
　総務管掌執行役員
　法務管掌執行役員

総務部 法務部人事部

富士ゼロックス及び関係会社の各組織

倫理・コンプライアンス委員会

CSR会議

業務執行（社長）

取締役会

内部監査部門

監査役会
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研修による意識浸透と腐敗防止規程導入で
コンプライアンスを強化

　富士フイルムでは、国内関係会社を含めて、コンプライ

アンス説明会を2003年以降毎年実施しています。CSR推

進部門が行う説明会を受講した役職者が、各職場で説明

会を実施することで、従業員全体のコンプライアンス意識

浸透を図っています。2004年からは役職者向けコンプライ

アンス研修も継続的に実施、2011年度現在で約140回、約

4,200人が受講しています。さらに、2011年度からは海外

関係会社の経営層に対する教育も強化しています。

　これらの教育施策の浸透度は、毎年実施している従業員

の意識調査で確認しています。

　2012年4月からは、富士フイルムと、日本、北米、欧州、東

南アジアの一部関係会社に対し、腐敗防止規程を導入しま

した。従来「富士フイルムグループ 行動規範」にて「公正な

販売、調達活動」「腐敗防止」「贈答・接待等の制限」を徹底

していましたが、近年の世界的な腐敗防止法の執行強化

を受け、一層厳しい姿勢で取り組むこととしました。今後、

順次他の関係会社にも拡大し、最終的にグループ全体に

規程を導入する予定です。

　また従来富士フイルムでは、各事業部に関わるリスクを

もとに、全社共通のリスク課題を設定し、それに対する対

応策を講じてきましたが、2012年3月期は東日本大震災を

受け、全社リスク課題を見直し、対応策を追加、強化してい

ます。

潜在リスクの見える化により
リスク対応を実施

　富士ゼロックスでは、「ALL- FXリスクマネジメント規程」

に基づき、クライシス（緊急事態）対応はもちろん、商品事

故、情報セキュリティ事故、法令違反など、通常時のリスク

を管理する活動にも重点を置いています。潜在リスクに関

しては、リスクの発生確率と経営への影響度で管理し、そ

れぞれに対して責任権限、対策の立案と実施を定めてい

ます。

　2011年度は、東日本大震災の被災地の復旧･復興活動

及び事業継続の確実な達成などを行ってきました。

　2012年度は、東日本大震災を教訓とし、今後の大規模地

震への対応力の強化を進めていきます。また、国内外すべ

ての関連会社を対象にリスクの抽出を行い、会社全体とし

てリスクの見える化とリスク対応に取り組んでいきます。

■リスク情報収集の仕組み（富士フイルム）

■リスクマネジメント推進体制（富士ゼロックス）

■経営が管理するリスクマップ（富士ゼロックス）

コンプライアンス相談窓口
富士フイルム

コンプライアンス＆リスク管理部

社内相談窓口
富士フイルムの
関係会社ごとにある

コンプライアンス相談窓口
外部委託先※

上長

富士フイルムの従業員

上長

富士フイルムの関係会社従業員

富士フイルムの従業員 富士フイルムの関係会社従業員

富士フイルムの関係会社の社長富士フイルムの各部門長

総合危機管理委員会事務局（富士フイルム、コンプライアンス＆リスク管理部長）

コンプライアンス委員会事務局（富士フイルム、コンプライアンス＆リスク管理部長）

富士フイルムコンプライアンス＆リスク管理

リスク
マネジメント
委員会

CSR会議

経営執行会議

社長

事務局
法務部

事務局
総務部

倫理・
コンプライアンス

委員会

情報
セキュリティ
委員会

事務局
総務部
CSR部
人事部

総合企画部

大

小

低 高

経
営
へ
の
影
響
度

発生確率

まず発生しない
（低い発生確率）

1回/10年ぐらい 1回/数年ぐらい 1回/年ぐらい 頻繁に発生
（高い発生確率）

富士ゼロックスの経営が管理するリスク

1週間から1カ月事業が中断、お客様や社会からの
信用喪失による事業撤退・事業自粛となるリスクなど

統括組織が管理するリスク

1日から数日業務が中断、
一部メディアで報道、負傷者が発生など

部門が管理するリスク

※ リスク情報を察知しても、何らかの理由で会社や上長に報告できない場合、直接外
部の相談窓口が利用できるよう整備しています。半期に１回フォロー調査を実施。

CSR活動報告
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広報／IR部門 人事部門経営企画部門 総務部門 技術経営部門法務部門 CSR部門

富士ゼロックス株式会社 富山化学工業株式会社富士フイルム株式会社

執行役員 内部監査部門

経営会議

代表取締役社長・COO

代表取締役会長・CEO

業務執行

取締役会
◎グループ経営方針・戦略の決定
◎重要な業務執行に係る事項の決定

◎業務執行の監督

株主総会

監査役会 会計監査人

コンプライアンス＆リスク管理
CSR委員会

グループ企業行動憲章
相談窓口

グループ行動規範
各種ガイドライン

CSR部門（事務局）

◆◆◆ CSR活動報告

コーポレート・ガバナンス
コーポレート・ガバナンスの強化により、グループの企業価値の最大化を図るとともに、
グループ経営の透明性と健全性のさらなる充実に努めています。

コーポレート・ガバナンス体制

　富士フイルムホールディングスでは、取締役会をグルー

プ経営の基本方針と戦略の決定、重要な業務執行に関わ

る事項の決定、並びに業務執行の監督を行う機関と位置

づけています。取締役は12名以内とすることを定款で定め

ており、現在の員数は12名で、うち1名が社外取締役です。

取締役の使命と責任をより明確にするため、任期は1年と

しています。また、業務執行の迅速化を図るため、執行役

員制度を採用しており、執行役員は、取締役会が決定した

基本方針に従って業務執行の任にあたっています。

　なお取締役（社外取締役を除く）及び執行役員に対する

報酬支給については、ストックオプション制度※を導入して

います。これは、取締役及び執行役員が株価変動に関わる

利害を株主の皆様と共有し、企業価値向上への貢献意欲

や士気を高めていくことを目的としています。
※ ストックオプション制度：会社の取締役や従業員等に対し、職務執行の対価として、一定
期間内に、あらかじめ定められた価格で会社の株式を購入できる権利を付与する制度。

監査体制

　富士フイルムホールディングスは、監査役制度を採用し

ており、現在監査役5名（うち3名は社外監査役）によって

監査役会が構成されています。各監査役が取締役会に出

席するほか、常勤監査役は経営会議にも常時出席するな

ど、業務の遂行全般にわたって監査を実施しています。

　また富士フイルムホールディングスは、業務執行部門か

ら独立した内部監査部門として、現在14名のスタッフから

なる監査部を設けています。持株会社の立場から、事業会

社内の内部監査部門と協業または分担して監査を行い、

当社グループの業務の適正性について評価・検証を行っ

ています。

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方
わたしたちは、企業価値の向上を企業としての最大の使命と認識し、その実現の
ため、コーポレート・ガバナンスの強化・充実のための施策を実施し、すべてのス
テークホルダーの皆様から信頼される企業を目指しています。この基本的な考
えに基づき、富士フイルムホールディングスは、持株会社としてグループ全体の
ガバナンスを一段と強化することにより、グループの企業価値の最大化を図ると
ともに、グループ経営の透明性と健全性のさらなる充実に努めています。

■コーポレート・ガバナンスの体制
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統合マネジメントシステム(IMS)の活用

　富士フイルムは、「すべての業務の質の向上」を目指し、

2011年末までに国内のほとんどの拠点や関係会社へ、複

数のマネジメントシステムを統合した統合マネジメントシ

ステム（IMS※）を普及させ、活用しています。

■国内最大規模の統合マネジメントシステム
　2011年に富士宮事業場と吉田南事業場へ導入を完了

したことにより、既に導入済みの神奈川事業場を含め、

富士フイルムの主要生産工場は、品質（ISO9001）、環境

（ISO14001）及び労働安全衛生（OHSAS）の3規格統合の

認証を取得しました。また本社や販売会社などの一部は、

品質と環境に加えて、情報セキュリティや苦情対応のマネ

ジメントシステムも統合しています。

　これにより、富士フイルム及び富士フイルムの国内関係

会社でのIMSは、品質マネジメントシステムと環境マネジ

メントシステムの統合運用をベースとし、約16,500人、32

社・163拠点を対象とした国内最大規模での運用となって

います。

■「すべての業務の質の向上」を推し進めるために
　ビジネスのグローバル化、事業分野や領域の拡大が進

むなか、全体最適でみること、課題を明確化すること、業務

リスクや推進要素を洗い出すことなど、IMSを計画の精度

向上と確実な実行に役立てています。

　マネジメントシステムごとに行っていた様々な会議体や

業務は、IMSにより一連の業務や事業を軸とした活動とな

り、業務や事業が各マネジメントシステムで分断されるこ

となく全体最適化を図ることができます。加えて、内部監査

や外部審査などの質の向上及びそれらの大幅な時間効率

化を図っています。

　また、富士フイルムグループにある7つのIMS活動体（下

表参照）は、それぞれのIMSマニュアルを活動のベースに、

すべての活動は「お客様満足度の向上」を目的にしていま

す。IMSマニュアルは各ISOマネジメントシステムを反映し

ていますが、各活動体の特徴に合わせたり、自分たちの言

葉で表現するなど、業務に密着した活動とする工夫を盛り

込んでいます。

　2011年に富士フイルムのほぼすべての国内関係会社

へのIMS導入が終了し、富士フイルムIMSの狙いとしている

「すべての業務の質の向上」を推し進めるための標準化

ができたこととなり、相互の改善に今後さらに効果が出る

ものと予測しています。既にIMSを活用した業務成果事例

も多く創出されており、グループ内への展開にも活用して

います。

　今後は、新たに連結された関係会社等へも拡大を進め

ていきます。
※ IMS（Integrated Management System）：QMS（品質マネジメントシステム）、EMS
（環境マネジメントシステム）、OHSAS（労働安全衛生マネジメントシステム）や
ISMS（情報セキュリティシステム）など、複数のマネジメントシステムを統合したマ
ネジメントシステム。

■IMSのPDCAサイクル ■富士フイルムの7つのIMS活動体

企業理念

部門長方針

Plan

Act

check

Do

ISMS

EMS

QMS

OHSAS

P

D

C
A “継続的改善”へ

部門長報告
（審議）

相互内部監査
監視、測定データ分析

対策見直し
（是正、予防措置）

顧客の
情報 成果

実施・活動

顧客満足
方針の

ブレークダウン

富士フイルムグループ
グリーン・ポリシー

富士フイルム
品質方針年度方針

法的及び
その他の要求事項

P
D

C
A

PD
C

A

P
D

C
A

P
D

C
A

富士フイルム
IMS活動体 概要 統合規格 IMS認証

取得年

❶ 本社
グループIMS

富士フイルムホールディ
ングス、富士フイルム本
社部門、グループ会社か
らなる約9,100名の活動

QMS・EMS・OHSAS・
ISMS・苦情対応の5規格
統合マニュアル(各組織は
2～3規格統合運用)

2006

❷ 神奈川
事業場IMS

富士フイルム神奈川工
場とサイト内の研究所、
グループ会社からなる約
4,000名の活動

QMS・EMS・OHSASの3規
格統合マニュアルと運用 2009

❸ 富士宮
事業場IMS

富士フイルム富士宮工
場とサイト内の研究所、
グループ会社からなる約
1,700名の活動

QMS・EMS・OHSASの3規
格統合マニュアルと運用 2011

❹ 吉田南
事業場IMS

富士フイルム吉田南工
場とサイト内の研究所、
グループ会社からなる約
1,000名の活動

QMS・EMS・OHSASの3規
格統合マニュアルと運用 2011

❺ 富士フイルム
九州IMS

富士フイルム九州の約
300名の活動

QMS・EMS・OHSASの3規
格統合マニュアルと運用 2008

❻
富士フイルム
オプトマテリ
アルズIMS

富士フイルムオプトマテ
リアルズの約400名の活
動

QMS・EMSの2規格統合
マニュアルと運用 2004

❼

富士フイルム
エレクトロニ
クスマテリア
ルズIMS

富士フイルムエレクトロ
ニクスマテリアルズの約
200名の活動

QMS・EMS・OHSASの3規
格統合マニュアルと運用 2008

QMS：品質マネジメントシステム  
EMS：環境マネジメントシステム 
OHSAS：労働安全衛生マネジメントシステム
ISMS：情報セキュリティシステム

CSR活動報告



32 FUJIFILM Holdings Corporation Sustainability Report 2012

◆◆◆ CSR活動報告

富士フイルムグループの環境負荷の全体像
環境方針（富士フイルムグループ グリーン・ポリシー）に則して、
グループ全体ですべての企業活動における高い「環境品質」を目指した活動を行っています。

富士フイルムグループ グリーン・ポリシー
基本方針
“持続可能な発展”は21世紀の地球、人類、企業にとって最重要課題である。世界の富士フイルム
グループ各社は、環境・経済・社会のすべての面において確実で一歩先行した取り組みにより先
進企業となることを目指す。我々は、製品・サービス・企業活動における高い“環境品質”を実現す
ることで、顧客満足を達成すると共に、“持続可能な発展”に貢献する。

行動指針
❶ 環境負荷低減と製品安全確保を次の4項目に留意して推進する。
　（1）企業活動のすべてにわたって実施
　（2）製品の全ライフサイクルにわたって実施
　（3）経済的、社会的効果を総合的に考慮
　（4）生物多様性の保全
❷ 化学物質及び製品含有化学物質の管理レベルを高め、リスクを低減する。
❸ 法律及びグループ会社の自主規制、基準類、個別に同意した要求事項を
遵守する。

❹ 協力会社とのパートナーシップと行政、業界活動への協力を強化
し、地域活動に積極的に参加する。
❺ 環境諸課題への取り組み状況とその成果を、地域社会や行政、グ
ループ会社従業員等の社内外関係者に積極的に情報開示し、良好
なコミュニケーションを確保する。

❻ グループ各社従業員教育の徹底を通じて意識向上を図り、環境課
題に取り組む基盤を強化する。

※ 2012年度重点実施事項はP64参照

富士フイルムグループの環境負荷の直接的な管理領域

大気排出

CO2＊1 … 2,462千t

排水
水＊6……… 55.5百万  t
BOD＊7 ……… 52.8 t
COD＊7 ……… 115 t
総窒素＊7  …… 255 t
総リン＊7  ……… 5.21 t

水の
循環使用量＊10

82.6百万t

電気 水

製品の「製造」による
環境負荷（物質量）

電気の使用、石油、ガスの燃焼
水の使用

原材料の「調達」による
環境負荷（物質量）

資源採掘／輸送／精製・精錬／合成／加工、輸送等

材料再生

材料再生
アルミ／PET／銀／TAC

アルミニウム、アルミニウム合金 139千t
銀 0.648千t
紙（製品に使用するもの） 64.9千t
PET（ポリエチレンテレフタレート） 45.8千t
TAC（トリアセチルセルロース） 48.6千t
その他 218千t

電力量 1,164百万kWh
重油等＊8 66.8千ｋL

ガス＊9 260 百万㎥
水 54.5 百万t

■LCAに基づいた環境負荷（富士フイルムグループの2011年度の実績）

調達 製造

大気排出
CO2＊2  …… 1,267千t
VOC ……… 1.18千t
SOx  ……… 23.5t
NOx ……………510t
ばいじん  … 3.71t
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LCA（ライフサイクルアセスメント）に基づいた
環境負荷全体像の把握

　富士フイルムグループは、製品のライフサイクル全体に

わたって環境負荷低減と製品安全の確保に留意し、推進す

ることを基本に様々な活動を行っています。

　富士フイルムグループが環境に及ぼす環境負荷の全体

像を把握するために、製品を製造するための資源の「調

達」から製品の「製造」、「輸送」、ユーザーの製品「使用」、

「廃棄」に至るまでの各ステージにおいて生じる環境負荷

（CO2に換算した地球温暖化ガス）をLCA手法※を用いて

算出しています。これにより、どのライフステージにどの程

度の環境負荷が生じるかを把握し、効果的な環境負荷低

減に向けての施策に取り組んでいます。
※ LCA手法： Life Cycle Assessmentの略で、製品製造について、原料などの「調達」
から「製造」、「輸送」、「使用」、「廃棄」までのライフステージ全体の環境影響を定量
的に評価する手法。

＊1 原材料の「調達」による環境負荷（原材料の資源採掘／輸送／精製・精錬
／合成／加工／輸送等で発生するCO2）は、主な調達原材料に対し計算

＊2 製品の「製造」の環境負荷は、製造工程で用いたエネルギー（電力、石
油、ガス）総量から計算

＊3 製品の「輸送」での環境負荷は、国内外の輸送手段・移動距離を想定し、
それぞれに対する標準的な単位重量・単位移動距離あたりのCO2発生
量の単価、及び、歩留まり等の補正因子を「調達」原材料の重量に掛け
て計算

＊4 製品の「使用」による環境負荷は、コピー・プリンター・ファックスは本年
度投入機の5年間稼動消費電力として計算し、その他の製品は稼動台
数等の推定値に標準的な消費電力を掛けて計算

＊5 製品の「廃棄」による環境負荷は、調達原材料の廃棄負荷を推定して計
算

＊6 事業活動で使用した水の排出量
＊7 公共用水へ排出した量
＊8 A重油、C重油、灯油、軽油、ガソリンの合計（石油類をそれぞれエネル
ギー換算して足し合わせ、総計をA重油の量で表した）

＊9 天然ガス、液化天然ガス（LNG）、都市ガス、ブタン、液化石油ガス（LPG）
等の合計（ガス類をエネルギー換算して足し合わせ、総計を都市ガスの
量で表した）

＊10 冷却水の使用量を含む
（上記において、CO2発生量の原単位は、産業連関表等に基づいたデータ
ベースを使用）

廃棄物
68.4千t

排水 廃棄物

電気 水

廃棄物

大気排出

CO2＊3 … 646千t

大気排出
CO2＊4 … 615千t

大気排出
CO2＊5 … 253千t

製品の「輸送」による
環境負荷

重油・ガソリンの燃焼、
電気の使用

製品の「使用」による
環境負荷

電気の使用、水の使用

製品の「廃棄」による
環境負荷

廃棄物の焼却

CSR活動報告
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地球温暖化対策の推進
「CO2排出量をライフサイクル全体で、2020年度までに30％削減」するという
長期目標達成を目指し、あらゆる角度から地球温暖化防止に取り組みます。

地球温暖化対策の基本的な考え方
富士フイルムグループでは、「CO2排出量をライフサイクル
全体で、2020年度までに30％削減（2005年度比）」すると
いう長期目標を2010年4月に定めました。企業活動におけ
るCO2削減の対象領域を直接的な活動だけでなく、製品・
サービスのライフサイクル全体（原材料の「調達」、製品の
「製造」、「輸送」、「使用」、「廃棄」）まで広げ、基準年2005年
度のCO2排出量5,049千t／年を絶対量で1,524千t／年削減
し、2020年度には3,525千t／年に抑制するよう様々な活動
を行っています。

2011年度のCO2排出量
（製品・サービスのライフサイクル全体）

　2011年度は、依然厳しい経済環境でしたが、企業努力に

より、基準年の2005年度に対し製造量が増加しました。こ

れに伴う原材料の調達量増や、2011年夏に起きたタイの

洪水被害のため空輸を多用せざるを得ない状況から、「調

達」、「輸送」によるCO2排出量が増加しました。「調達」によ

るCO2排出量は、CTP版/PS版（印刷用刷版材料）のクロー

ズドループリサイクルの運用拡大等により、将来的に削減

する見込みです。

　一方、製品等の「製造」においては、積極的な省エネ技術

の導入、風力発電、太陽光発電などの自然エネルギーの採

用をはじめ、下記に示すような施策により、CO2排出量を順

調に削減することができました。さらに進化した消費電力

の少ない複合機の開発等により、製品の「使用」によって発

生するCO2排出量も、計画通り減らすことができました。

[目標値]
30%減（対2005年度）

■富士フイルムおよびその関係会社  ■富士ゼロックス

CO2（千t/年） CO2（千t/年）

0

1,000

500

1,500

2,000

調達 製造 輸送 使用 廃棄

370

1,458

1,828

1,331

1,487

181

365

184

973

139
1,112

257

257

156
0

1,000

500

1,500

2,000

調達 製造 輸送 使用 廃棄

434

1,200

1,634

830

929

140
423

283 371

30
401

138
138

99

環境負荷合計：
5,049千t-CO2/年

環境負荷合計：
3,525千t-CO2/年

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500
CO2（千t/年）

調達 製造 輸送 使用 廃棄

環境負荷合計：
5,243 千t-CO2/年

コピー
プリンター
ファックス

コピー
プリンター
ファックス

その他
医療機器
ミニラボ

TAC
PET

アルミニウム

電気

石油

ガス

その他

2,462

1,267

646 615

253

■富士フイルムグループの　
　2005年度（基準年）の実績

■富士フイルムグループの2011年度の実績

■富士フイルムグループの主なCO2削減施策

■富士フイルムグループの　
　2020年度（目標年）の目標

■2011年度の地域別CO2排出量※（製造）

CO2排出量

日本 897

海外

米州（アメリカ、カナダ、ブラジル） 145

欧州
（オランダ、ドイツ、ベルギー、イギリス、フランス） 91

中国 116

中国を除くアジア・オセアニア
（オーストラリア、韓国、シンガポールなど） 18

グループ合計 1,267

 ※ 算定方法は「CO2排出量の推移」（P65）と同じです。

（単位：千t-CO2/年）

取り組み分野 該当するステージ 主なCO2排出削減施策

環境負荷の少ない製品
の開発と普及 「調達」、「使用」、「廃棄」 ●消費電力を少なくした複合機（コピー/プリンター/ファックス）（ドキュメント分野）

●現像液を必要としない完全無処理CTP版（グラフィックシステム分野）

工場やオフィスにおける
CO2排出量削減 「製造」

●重油からガスへの燃料転換（日本）
●廃棄物の埋立処分場から発生するメタンガスの燃料利用（アメリカ）
●工場敷地内での風力発電（オランダ）
●廃熱回収、蒸気回収等の省エネ技術の開発と導入（日本、欧米、中国等の生産拠点）
●太陽光発電の導入（アメリカ）

リサイクル 「調達」 ●CTP/PS版の製造工程で発生する端材アルミのリサイクルシステムの開発と導入及び適用範囲の拡大
（グラフィックシステム分野）

物流の効率化 「輸送」 ●経路の最適化　●積載率の向上　●モーダルシフトの推進
●梱包の軽量・コンパクト化　●エコドライブの推進
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全社水平展開で取り組むCO2と燃料費の削減活動

　富士フイルムグループは、2012年度までの生産拡大、燃

料コストの高騰を予測し、海外も含めたグループ全体での

燃料費増加分の半減を目指す「動燃費削減プロジェクト」

を2010年7月から推進しています。コスト削減を全体目標

に掲げることで、目標進度をより見える化し、エネルギー使

用量とCO2削減に拍車をかけようというものです。大幅な

コストダウン、省エネルギーの達成には、各拠点の技術や

知見を水平展開し、成果を積み上げていくことが不可欠で

す。生産系、オフィス系それぞれに目標を定め、各種省エネ

施策や情報の共有化を図ることで、全社一丸となって取り

組んでいます。

　2011年度は、フラットパネル生産ラインの新規省エネ技

術の導入と水平展開、オランダ工場における風力発電の導

入、富士ゼロックス鈴鹿事業所にある生産工程のクリーン

ルームの温湿度制御システムの改善、また、オフィス系にお

ける事務所の集約、タスクライトの採用などの照明の見直

し、空調の改善等を積極的に推進し、目標を達成しました。

特にオフィス系では2012年度までの目標に対して200％と

大きな成果を上げました。最終年度となる2012年度、目標達

成に向け、新たなエネルギー削減施策も進めていきます。

省エネ技術を導入した
オフセット印刷材料の新生産ライン

　オフセット印刷用刷版材料「CTP版」の需要拡大に対応

し、FUJIFILM Manufacturing Europe B.V.（オランダ）にお

いて、最新鋭の省エネ技術を導入した「CTP版」新生産ライ

ンを2012年1月から稼動させました。

　具体的には、従来独立して稼動させていた排ガス燃焼

装置と天然ガス・コージェネレーション設備※を1つに統

合することで排熱利用率をさらに高めた、当社独自開発

の循環型エネルギーシステム「Co-generative Thermal 

Oxidizer（CTO）」を導入しました。これにより、排ガス燃

焼装置の排熱を活用しながら、新ラインで必要となる動

力（電気・蒸気・温水）を発生させることができるようにな

り、従来のラインで生産する場合と比べて、排熱利用率が

11％向上し、CO2排出量も年間約5,500トンを削減すること

ができます。
※ 天然ガス・コージェネレーション設備：天然ガスを燃料に発電効率の高いガスエン
ジンやガスタービンにより発電を行い、その際に発生する排熱を蒸気や温水など
で回収し有効利用する。

オランダの工場内で風力発電による電力供給を開始

　2011年9月、FUJIFILM Manufacturing Europe B.V.（オラ

ンダ）は、工場内にこの地域初となる風力発電所「FUJIFILM 

Wind Farm」をオープンしました。このプロジェクトは、持

続可能な社会の実現を目指す富士フイルムグループのグ

リーン・ポリシーに沿ったもので、オランダのエネルギー会

社ENECOとの共同プロジェクトです。5基の風力タービン

が工場内に設置されており、最大高さ（タワーと羽根との合

計）140mで、各基それぞれが2Mワットの発電量を持ち、合

計で総消費量の15％以上を賄うことが可能です。

　この風力発電の稼動により、CO2排出量が年間約12,000

トン削減可能になり、2011年度は9月からの稼動で7,600ト

ン削減しました。

■動燃費プロジェクト推進体制

FUJIFILM Manufacturing Europe B.V.（オランダ）の工場内に5基の風力タービンを
設置し、自然エネルギーを取り入れた稼動を開始

循環型エネルギーシステム
「Co-generative Thermal Oxidizer
（CTO）」外観

循環型エネルギーシステム
「Co-generative Thermal Oxidizer
（CTO）」の蒸気モーター 

【国内】
・プロセスでの使用量削減
・エネルギー供給条件改善

【海外】
・海外生産での使用量削減

富士フイルム
（富山化学工業）

【国内】【海外】
・プロセスでの使用量削減

・オフィス、社有車等での使用量削減

富士ゼロックス

オフィス系

富
士
フ
イ
ル
ム
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

使用量の削減

調達における削減

生
産
系

CSR活動報告
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輸送・積載効率の向上で低炭素物流に取り組む

　富士フイルムの国内4工場から海外向けに出荷する製

品・半製品の輸出は、従来は横浜市の流通センターを経て

京浜港から出荷するのが基本でした。しかし富士フイルム

ロジスティックスでは、静岡県富士宮市からの出荷を最寄

りの清水港にシフトすることで、トラックによる陸上輸送距

離を減らし、CO2の排出量削減に取り組んでいます。2009

年時点では全体の約25％だった清水港経由の輸送量は、

2011年には約40％まで増加しています。また、出荷量の拡

大しているWP紙（カラー写真に使用するカラーペーパー

のベース）のコンテナ1本あたりの積載量を様々な工夫に

溶剤回収プロセスの省エネ技術を
FPD材料生産の全事業場へ展開

　液晶用偏光板保護フィルムに代表されるフラットパネル

ディスプレイ（FPD）材料の製造工程で使用される溶剤は、

ほぼ100％回収し再利用して、環境負荷物質の排出を抑え

ています。この工程では排出される溶剤ガスを冷却して凝

縮（液化）させ、効率よく回収するのですが、このプロセスで

投入されるエネルギーの削減が課題でした。そこでFPD生

産部門と生産技術センターが協働し、従来比30～60％に

削減できる工程技術を開発しました。環境負荷物質の排出

削減と省エネルギーを両立できる画期的な工程技術とし

て、2011年度に該当するすべての既存ラインへの導入を

完了しました。2012年度には富士フイルム九州の最新ライ

ンにも導入を果たし、この技術の展開によるCO2排出量削

減25千t-CO2/年（省エネ53万GJ）を達成する見込みです。

より約40％増やし、CO2排出量の削減と同時に輸送費の大

幅コストダウンも実現しています。

　富士ゼロックスでは、2008年から統合輸送（共同輸送）

を開始しました。北海道・東北・関東・東海へは神奈川県大

井町で消耗品を、東京都品川区で機械・パーツを追加で積

み込んでいます。甲信越・中国・四国・九州へは、品川区か

らパーツを大阪に移動し、大阪で機械・消耗品を混載して

います。共同輸送により積載効率（10トン車輌に積載した

貨物の割合）が10％向上し、毎月10トン車による輸送が50

台分相当削減するなど、CO2排出量削減と同時に輸送費の

大幅コストダウンも実現しています。2011年からは、鈴鹿・

富山・新潟・竹松の工場から首都圏への納品について、品

川区の東HUBに一旦仮置きして納品先別に積みなおして

から納品するクロスドックを開始しています。この施策によ

り、毎月10トン車による輸送が22台分相当削減しています。

　今後は、海上へのモーダルシフト、富士フイルムグループ

全体の統合輸送などによる大幅なCO2削減を目指します。

米国・カンザス市の印刷インク製造工場に
太陽光発電設備を導入

　FUJIFILM North America Corporation（アメリカ）は、ミ

ズーリ州カンザスシティにある印刷インク製造工場に太陽

光発電設備を導入しました。

　20 1 2年4月2 0日、FU J I F I LM  N o r t h  Am e r i c a 

Corporationのグラフィックシステム事業部長・太田雅弘

と従業員、地域の行政代表者とともに落成式を行い、稼動

を開始しました。この太陽光発電設備は、216個のモジュー

ルからなり、年間60,000kWhの発電が可能です。この発電

■溶剤回収プロセスの省エネのポイント

溶剤は100％回収して再生利用

工
程
排
ガ
ス

生産ライン（安定生産条件は維持）
①溶剤濃度一定　②工程温度一定

冷却
（温度－T℃）

従来

蒸留
編成

加熱

送風機

電力エネルギー（100）

蒸気エネルギー（100）

溶剤は100％回収して再生利用

工
程
排
ガ
ス

生産ライン（安定生産条件は維持）
①溶剤濃度一定　②工程温度一定

冷却
（温度－T－α℃）

省エネ改善後

蒸留
編成

加熱

送風機

電力エネルギー（50）

蒸気エネルギー（50）

全風量を冷却 半分のみ
より低温で冷却

上：2012年4月20日に行われた落成式
下：今回設置された太陽光発電設備で年間60,000kWhの発電が可能

省エネのポイント：冷却と加熱エネルギーを最小化
冷却（電力）と加熱（蒸気）エネルギーが最小となる冷却風量と溶剤回収量を理論的
に求めシステム化  →生産工程の安定条件と溶剤回収効率の条件確立・技術展開
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電力見える化システムを活用した節電を推進

　富士ゼロックスでは、2009年に発表した「2020年温室効

果ガス削減目標」において、製品のライフサイクル全体の

CO2削減に加え、ソリューション提供によるお客様や社会の

CO2排出量700万トン削減を目標に掲げ、技術開発、商品開

発に取り組んでいます。その一環として、2010年に横浜市

に新設した研究開発拠点「富士ゼロックスR&Dスクエア」で

は、全従業員が自らのエネルギー使用量を様々な角度から

分析できる「自立分析型エネルギー使用量見える化システ

ム（EneEyes）」を自社開発し、実証実験を進めてきました。

　2011年3月に発生した東日本大震災後、電力需給状況

が一変し、春の計画停電に続き、夏には電力使用制限令が

発令されました。多くの企業が急遽、休日や勤務時間のシ

フト、自家発電機導入等によって目標クリアに努めました

が、このような対策は企業に大きな負担となりました。

　そんななか、「富士ゼロックスR&Dスクエア」では、

EneEyesをビル全体で活用し、各フロア・各組織の担当者

が各組織の電力使用状況を分析。その結果を基に従業員

が主体的に施策を決めることによって、現場に合ったきめ

細かな節電施策の検討や、従業員の納得度・参画意識の

高い展開が可能になり、特別な施策や投資を行うことな

く節電基準をクリアすることができました。また、年間でも

30％近い省エネ効果（年間約4,200トンのCO2排出量削

減）が得られました。富士ゼロックスは、今後も自社で新し

い取り組みに挑戦し、その成果をお客様に提供する活動を

推進することによって、お客様と社会の課題解決に貢献し

ていきたいと考えます。

量は、年間600台の車の走行エネルギーに相当します。

　FUJIFILM North America Corporationは、省エネル

ギーと温暖化ガスの排出削減に積極的に取り組んでおり、

今回の太陽光発電設備導入は、昨年実施したハワイ支店

でのオフィス棟・物流施設への導入に続くものです。今後

も再生可能エネルギーの活用と省エネルギー対策を推進

していきます。

「富士ゼロックスR&Dスクエア」はEneEyesを用いたビル全体の省エネで、「グリーンIT
アワード2011審査員特別賞」「第21回地球環境大賞フジサンケイグループ賞」を受賞
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「グリーンなビジネスモデルの構築」という
新たな社会的責任に対応した取り組みを

　富士フイルムグループの温暖化対策の実践に
は目を見張るものがあります。まず、「CO2排出量
30％削減」という意欲的な目標を掲げたこと。次
に、それに向けて、原料、製造、流通と『ライフサ
イクル全体』を通じて『あらゆる角度』から取り組
むというメーカーならではの基本姿勢が明確な
こと。さらに、その具体策として、生産部門の省エ
ネ化、輸送の効率化、太陽光や風力発電機やコ
ジェネの導入、などといった新しい思考や技術や
機器を果敢に取り入れ実績を上げていること。そ
れらの現場重視の対応ぶりには強い感銘を受け
ました。
　さて、リオサミットから20年。温暖化問題は解
決どころか悪化を続け、今や時間との競争です。
そうしたなか、「グリーン経済」への移行が待った
なしです。当社グループのような社会に大きな
影響力を持つ企業には「グリーンなビジネスモ
デルの構築」という新たな社会的責任が求めら
れています。消費者や社会を巻き込んだ息の長
い取り組みにも注力されるよう大いに期待すると
ころです。

第三者意見を受けて

　グループ全社を挙げてチャレンジングな目標を掲げ、
日々知恵を絞って取り組んでいる我々にとって、「新しい思
考や技術や機器を果敢に取り入れ実績を上げていること」
「現場重視の対応」を高く評価いただいたことは何よりの
励みになりますし、ものづくり企業の一員として誇りに思
います。ご期待されている「グリーンなビジネスモデルの
構築」、消費者や社会を巻き込んだ息の長い取り組みこそ
が、まさに我々の目指す方向と位置づけて、より一層邁進
したいと思います。
（富士フイルムホールディングス 総務部CSRグループ）

国連環境計画・金融イニシアティブ
特別顧問

末吉 竹二郎  氏
プロフィール
UNEP FIに関わるほか、中央環境審議
会など各種審議会の委員、川崎市、鹿
児島市のアドヴァイザー、東京大学大
学院非常勤講師なども務めるほか、
企業の社外役員を務め、環境問題や
企業の社会的責任について、講演、著
書、新聞、ＴＶ等で啓蒙に努める。

OPINION    「地球温暖化対策の推進」への第三者意見
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環境配慮設計
地球環境保全のため、製品の製造工程における環境負荷削減だけでなく、
製品のライフサイクル全体を考慮した環境影響の分析・評価を実施しています。

最大63％のCO2削減を可能にする
CTP版/PS版のクローズドループリサイクル

　富士フイルムグループの環境負荷をライフサイクルス

テージごとに見ると、「原材料調達」段階のアルミニウムが

非常に大きな割合を占めています。そこで富士フイルム

は、2007年から主原材料にアルミニウムを使っているCTP

版/PS版（印刷用刷版材料）の製造工場から出る端材の「ク

ローズドループリサイクル※1」を始め、2011年には印刷会

社や新聞社での使用済みCTP版/PS版にも拡大し、運用を

開始しました。

　CTP版/PS版は、従来、良好な印刷特性（耐刷性や保水

性など）確保のためにアルミニウム新地金を使用してきま

したが、アルミニウム新地金の製造では大量の資材やエ

ネルギーを使うため、鉄などに比べて重量あたりのCO2排

出量が非常に大きく、大きな環境負荷がかかります。この

ため、クローズドループリサイクルにより新地金使用を削

減し、環境負荷低減をさらに進めるため、印刷会社や新聞

社、アルミニウム回収会社、合金メーカー、圧延メーカー、

富士フイルムのリサイクル推進窓口（（株）エフアール）な

ど、リサイクルに関わる会社が参加する「PLATE to PLATE

回収システム」を構築し、印刷会社や新聞社での使用済み

CTP版/PS版に対してもクローズドループリサイクルを開

始しました。これにより、CTP版/PS版の原材料調達から製

造までのCO2排出量を最大約63％削減※2することが可能

です。また、本システムに参画していることを示す当社独

自の「PLATE to PLATE」環境ラベルの仕組みも構築し、参

画会社が環境への取り組みを示すものとして有効活用し

ていただいています。

　クローズドループリサイクルは、純度の低下を伴わない

ので、従来行っていた純度の低い別の製品への「カスケー

ドリサイクル※3」に比べ、資源の有効利用としても大きなメ

リットとなります。

　今後は、使用済みCTP版/PS版の回収・リサイクルのさら

なる普及を図り、ライフサイクルでのCO2排出量の大幅低

減と資源の有効利用を進めていきます。

環境配慮設計の基本的な考え方
富士フイルムグループでは、すべての新製品、改良品の設計を「環境配慮設計
規則」に則って実施し、製品の環境影響低減に取り組んでいます。環境配慮設計
は、商品開発の初期段階で、3R（リデュース・リユース・リサイクル）、含有化学物
質、省電力、生物多様性保全、安全／コンプライアンスなどの観点で、調達から
製造、物流、使用、廃棄・リサイクルに至る製品ライフサイクル全体を考慮した環
境品質目標を設定し、開発完了時に目標達成度を審査する仕組みで、承認され
なければ商品として採用されません。環境配慮設計では、LCA※による環境負荷
の定量的かつ客観的な評価も行い、製品・サービス提供による環境影響削減の
貢献にも努めています。
※ LCA：ライフサイクルアセスメント

自己宣言環境ラベル「PLATE to PLATE」

■「PLATE to PLATE」の仕組み

※1 クローズドループリサイクル：品質の低下をほとんど伴わず、同じ製品に再生する
リサイクル。資源の無駄を最小限にできる。

※2 CO2排出量を最大約63％削減：「CTP版/PS版」の原材料に、アルミニウム新地金
を使用した場合と、使用済み「CTP版/PS版」をすべて再利用して生産した再生地
金を使用した場合との比較。アルミニウムの原料となるボーキサイトの精錬から
「CTP版/PS版」製造までに発生するCO2発生量の削減効果を示している。

※3 カスケードリサイクル：元の品質には戻らず、品質の低下を伴うリサイクル。

ボーキサイト

このプロセスをカット

アルミナ工場 精錬工場 アルミ圧延メーカー

合金メーカー

富士フイルム吉田南工場

印刷会社・新聞社など

アルミ回収会社
エフアール

富士フイルム窓口

工場くず（アルミ）

電解アルミナ
アルミコイル

CTP版/PS版 使用済み
CTP版/PS版

アルミニウム
新地金

再生地金
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■包装材料設計のプロセス

包装設計 包装試験
評価

環境負荷の低減
適正包装の実現

トータルコストの削減

包装技術
コンサルティング

包装資材
施策

環境負荷低減に配慮した最適な包装設計で
グリーン物流に取り組む

　富士フイルムグループの物流を担う富士フイルムロ

ジスティックスは、ライフサイクルでのCO2排出量削減の

様々な取り組みを継続的に行っています。

　包装材料設計において、積み上げてきたノウハウ・技術

をフルに活用して、設計・試験・評価プロセスを循環させる

ことにより、環境負荷の低減と適正包装の実現を図ってい

ます。現行製品よりCO2排出量削減を図る基本的な考えに

基づき管理し、包装材料削減や木箱の段ボール化への変

更などにより、CO2排出量削減を進めています。

　医療用などの精密機器製品については、輸送時の必要

条件を踏まえ、環境に配慮した包装材料選択や包装形態

設計を効率的に行うために、開発段階から機器開発部門と

連携を図り、早期に包装材料設計を開始する仕組みを構築

し、運用を始めました。輸送時に温度管理が必要な医療機

器に対し、環境に配慮した最適な断熱材を含めた包装材

料設計を機器開発と並行して短期間で効率的に行うことが

でき、製品化までの期間の大幅短縮にもつながりました。

　また、包装材料設計において、客観的かつ迅速な評価の

ため、試験・評価に関する専門組織と試験室を独自に保有

し、各種試験（貨物試験・材料試験・貨物輸送試験）をトー

タルに実施、評価しています。

プラスチックの使用による環境負荷に配慮し
様々な材料を開発

　富士ゼロックスでは、複写機などに使われるプラスチッ

ク材料を環境負荷の少ない素材に置き換えていくために、

新たな材料開発に取り組んでいます。

■バイオベースプラスチック
　環境負荷の少ないバイオベースプラスチック※1の開発

に取り組んでおり、2007年に植物由来成分を30重量％以

上、さらに2011年には50重量％以上を含むバイオベース

プラスチックを開発しました。一般的に課題となる難燃性・

柔軟性の悪化、水分等による分解が起こりやすくなる点

は、複数の添加剤を組み合わせることで解決しています。

さらに現行材料同様の強度も確保し、機構部品（可動部に

使われている部品）として使用できます。

■リサイクルプラスチック
　市場から回収した複合機及びプリンターの外装カバーを

ベース材料とした使用済みプラスチック重量比率※263％の

外装カバープラスチックを開発し、2012年から製品に採用

しています。課題であった原料となる使用済みプラスチッ

クの劣化による難燃性と衝撃強度の低下を解決し、富士

ゼロックスが2007年に開発・導入した従来の使用済みプ

ラスチック（重量比率20％）と比較しても重量比率が3倍以

上、CO2排出量も44％削減を実現しています。
※1 バイオベースプラスチック：植物（飼料用のとうもろこし）を原料にしてつくられた
プラスチックで、枯渇資源とされる石油から精製されるプラスチックを使う割合
をできるだけ少なくすることによっ
て、CO2の排出量を減らすことを目
的とした、環境に配慮したプラス
チック。

※2 使用済みプラスチック重量比率：リ
サイクルプラスチック全重量中の使
用済みプラスチック重量の比率。

省エネと利便性を両立した「IH定着技術」が
2011年の各賞を受賞

　富士ゼロックスは、独自のIH（電磁誘導加熱）定着技術

により、定着装置の立ち上げ時間世界最速3秒を実現し、

省エネと利便性を両立させたことなどが評価され、「平成

23年度地球温暖化防止活動環境大臣表彰」（主催：環境

省）を受賞しました。また、わが国のものづくりを支える部

品・部材に焦点を当てた「“超”モノづくり部品大賞」（モノづ

くり日本会議・日刊工業新聞社の共催）では、IH定着ベルト

及び感温磁性合金が「日本力（にっぽんぶらんど）賞」を受

賞しています。IH定着ベルト及び感温磁性合金で構成して

いるIH定着技術は、高い省エネ効果を実現する技術です。

富士ゼロックスが掲げている1台あたりの機械の消費電力

を2005年比で2020年までに80％削減するという目標達

成のためにも、今後も環境性能と利便性を合わせ持つ商

品開発を積極的に進めていきます。

CSR活動報告

外装カバー用に使われているリサイクルプラスチック
部分。使用済みプラスチック重量比率は複写機外装カ
バー用リサイクルプラスチックではトップレベル

富士ゼロックスのその他の活動については、P16～19もご参照ください。
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リサイクル・プラント
廃CD/DVDの
分別・排出

回収・粉砕

ポリカーボネート
樹脂に再生

クリーンライン
にてリペレット
（本年4月より稼動）

※光メディア生産可能な
　「完全クリア」のペレット

Disc to Disc
リサイクル

日本国内の厳しい
基準をクリアした施設
による排水処理

廃CD・DVDを
「洗浄剥離処理」

メッキ付
スプール・
透明基盤など

◆◆◆ CSR活動報告：環境配慮設計

使用済みのCD/DVDから再度CD/DVDを生産する
CD/DVD Disc to Discリサイクル

　富士フイルムグループの記録メディア製造会社である

富士フイルムメディアクレストは、回収した使用済みのCD

やDVDから、主原材料のポリカーボネート樹脂を分離し、

CDやDVDの生産に再使用する「CD/DVD Disc to Discリサ

イクル」を始めました。

　CD/DVDは、ポリカーボネート樹脂にアルミの反射層と

ラベル面の保護層を貼り合わせた構造をしていますが、こ

れまで各部材の分離が難しいため、低純度のリサイクルプ

ラスチック材料としてしか使用できず、CD/DVDの生産に

使うことはできませんでした。

　使用済みCD/DVDからポリカーボネート樹脂を分離し、

高純度なペレットを精製する「高精度クリーンペレタイズ

技術」※1は、長年富士フイルムとともに写真フィルムなどか

ら銀の分離回収を推進してきた協力企業であるパナック

工業株式会社が開発しました。この技術開発に加え、富士

フイルムメディアクレストで、使用済みCD/DVDの顧客企

業情報を厳密に管理して回収する仕組みを構築すること

により、「CD/DVD Disc to Discリサイクル」が可能になりま

した。

　本リサイクルを利用した光学ディスクの生産は、新しい

ポリカーボネート樹脂のみを使用した場合に比べ、CO2排

出量を最大約45%削減※2することが可能となります。

　今後順次リサイクル化を進め、最終的にはすべてのCD/

DVDをリサイクル製品にしていきます。また、お客様の環

境への取り組みとしてもご活用いただくために、本リサイ

クルシステムで生産した環境に配慮したCDやDVDである

ことを示す「Disc to Disc」の自己宣言環境ラベルの仕組み

も構築し、CD/DVD表面へのロゴマー

クの印字も行っています。
※1 高精度クリーンペレタイズ技術：樹脂からアルミを分
離させる化学処理と破砕した細片をぶつかり合わせ
て異物を剥離する物理的処理を組み合わせて高純度
のペレットを精製する技術。

※2 CO2排出量を最大約45%削減：リサイクル樹脂を50%
 配合したポリカーボネート樹脂の場合。

■Disc to Discリサイクルの仕組み

Disc to Discマーク

製品ライフサイクルの環境評価は
エコイノベーションへの道標

　富士フイルムグループは世界で初めて使用済
みのPS版をPS版に再生するクローズドループリ
サイクルに成功しました。99.5％以上の純度が求
められる製品にリサイクルした画期的なエコイノ
ベーションであると言えます。
　富士フイルムグループでは事前に製品ライフ
サイクルに注目した企業レベルの環境評価を実
施して、PS版のクローズドループリサイクルの重
要性を見出すとともに、その意義を社内で共有化
することができたことが今回の成功につながった
ものと考えます。
　環境評価に基づく戦略的なCSR活動は、富士フ
イルムグループの高い技術力と関係者の熱意を
証左したものと高く評価しております。

第三者意見を受けて

　弊社でこれまで進めてきた、製品ライフサイクル全体に
渡って環境に配慮する取り組みや、CTP版/PS版クローズ
ドループリサイクルの使用済み製品への展開を高く評価
していただき、ありがとうございます。
　今後も3R推進による資源の有効利用や、製品ライフサ
イクル全体でのCO2排出量削減などに積極的に取り組み、
環境に配慮した製品やサービスの開発と提供をグループ
全体で推進してまいります。
（富士フイルム CSR推進部 環境・品質マネジメント部）

東京都市大学
環境情報学部 准教授
博士（工学）

伊坪 徳宏  氏
プロフィール
独立行政法人 産業技術総合研究所
LCA手法研究チーム長を経て、2005
年4月より現職。
LCAを中心とした環境影響の評価手
法開発や事例研究を通じて、企業の
EMS構築や循環型社会の形成に貢献
するための研究活動を行っている。

O P I N I O N      「環境配慮設計」への第三者意見
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富士フイルム九州の
地下水保全のための「水」リサイクル

　熊本県民にとっての地下水は「県民の生活に欠くことの

できない重要な資源」です。生活用水の8割（全国平均は2

割）、工業用水の4割（全国平均は3割）に地下水を使用して

おり、特に富士フイルム九州のある菊池郡を含む熊本地域

（11市町村、人口100万人）においては、生活用水のほぼ

100%を地下水に依存しています。このように県民にとって

非常に大切な地下水ですが、その水位は長期的に低下傾

向がみられ、問題視されています。

　このような環境の中で、2005年に設立された富士フイ

ルム九州では、「敷地内降雨を収集して設備冷却水に使用

する設備の導入」など、当初より節水に配慮した設備設計

を行ってきました。また、操業開始以降も恒温水槽※1オー

バーフロー水を設備冷却水として再利用するなど節水に

努め、水のリサイクル比率※2は50%超を維持してきました。

　さらに2011年5月からは、下水放流水を浄化する目的で

2009年に導入した膜分離式活性汚泥設備※3からの処理

排水をクーリングタワー用水として再利用することにより、

2011年度実績で水のリサイクル比率を57.5%から62.1%

にまで引き上げています。 

資源の循環利用に貢献するエコユニフォームを
グループ会社に約50,000セット導入

　地球温暖化防止に向けたCO2排出量削減・節電要請な

どの省エネ活動の一環として、国内グループ会社の工場や

研究所などで使用している作業着を、ケミカルリサイクル

されたポリエステル繊維を採用したエコユニフォームに

統一しました。2012年5月より順次導入を開始し、今後3年

間をめどに約50,000セットを導入する予定です。これは、

ケミカルリサイクルされたポリエステル繊維を採用したエ

コユニフォームにおいては、国内最大規模の導入です。

　着用しなくなったユニフォームは、メーカー商社によっ

て回収され、原料循環型リサイクルシステム※によってケミ

カルリサイクル処理が行われます。この方法だと、エコユ

ニフォームはポリエステル繊維として半永久的に何度でも

リサイクルできるため、バージン繊維の使用量を抑制し、

廃棄物を削減することができます。さらに、石油からポリエ

ステル原料をつくる場合に比べると、エネルギー消費量、

CO2排出量ともに削減することができ、バージン繊維を利

用したユニフォームを同数新たに採用する場合と比較し

て、約255トン相当のCO2排出量の削減につながります。
※ 原料循環型リサイクルシステム：帝人ファイバー株式会社が世界で初めて開発した
ポリエステルのケミカルリサイクル技術を核としたシステム（高純度ポリエステル
原料化システム）。化学的に分子レベルまで分解し石油からつくるものと同じ品質の
製品に再生できるため、従来のリサイクルの課題であった品質劣化を回避できる。

活動報

■富士フイルム九州の水のリサイクル比率

CSR活動報告

資源の有効利用
限りある資源を大切にし資源の枯渇を防ぐために、節水や水の循環利用、
廃棄物の再資源化、リサイクル・リユースなど様々な施策に取り組んでいます。

資源の有効利用の基本的な考え方
富士フイルムグループは、グリーン・ポリシー（P32）に掲げた「持続可能な発展」実現のため、重要施
策として資源の有効利用、具体的には3R※に積極的に取り組んでいます。操業当初から写真感光材
料用原料の銀を回収、再利用しており、これが3Rの原点と言えます。その後、1998年に「写ルンです」
の循環生産、2007年に印刷用PS版で使っているアルミニウムのクローズドループリサイクル等、先
進的なリユース・リサイクルシステムを立ち上げてきました。近年では製品の開発段階から環境配慮
設計を導入し、リユース・リサイクル性、減量化、再生資源活用等の3R視点を製品設計に反映してい
ます。また、生産工程ではロス低減活動等により廃棄物発生量を抑制しています。さらに、廃棄物に
ついては再資源化に努め、2003年に日本国内でのゼロエミッション化を達成しています。

※ 3R：リデュース、リユース、リサイクルケミカルリサイクルされたポリエステル繊維を採用したエコユニフォーム

　今後も節水に努めることはもちろん、水田湛水や植林に

よる地下水保全事業も継続して実施し、熊本県民の一員と

して大切な地下水を守っていきます。
※1 恒温水槽：水槽内の液体を保温かつ循環させる装置。
※2 水のリサイクル比率：（再利用した水量+節水した水量）/（再利用や節水を行わな
かった場合の水使用量）×100

※3 膜分離式活性汚泥設備：微生物（バクテリア）で廃水中の有機物を除去した後、除
菌フィルター並みの分離性能を持つ平膜（孔径0.2～0.45μm）でろ過する設備。
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■クーリングタワーからの蒸発量 ■ESCO還水 ■仕込みジャケット再利用
■下水放流量 ■CTブロー水再利用 ■雨水利用
■CTブロー回数削減 ■蒸留ジャケット再利用 ■下水放流水再利用
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◆◆◆ CSR活動報告

生物多様性の保全
命のつながりである「生物多様性」への影響を回避または最小化すべく、
将来に向けた「生物多様性」の保全と持続可能な利用に取り組んでいます。

富士宮工場の従業員
と地元の方々による
清水川の清掃活動

富士フイルム九州の社員と
その家族が参加して田植え
を実施

各地の工場を中心に水資源保全活動を実施

　富士フイルムは、創業以来、「環境配慮・環境保全は、企

業の根幹を成す」という考え方に基づき、地域の環境保全

活動を継続しています。生態系保全に重要である水資源

を守るため、主要工場のある南足柄では、工場近くに7万

坪のかん養林を保有し、半年ごとに伐採、間伐、下草刈り

などの整備を計画的に行っています。富士フイルム九州で

も、2007年に南阿蘇村が所有する5.24ヘクタールの土地

に13,000本の広葉樹を植林し、かん養林整備を実施して

います。

　そのほか、富士宮工場では構内を流れる清水川、神奈川

工場では近隣の酒匂川・山王川・久野川の清掃活動を、地

元の方々とともに継続し、地域の水資源保全に努めていま

す。また富士宮工場では、2010年に発行した子供向けの

工場案内パンフレットに、間伐に寄与する「ふじのくに森の

町内会」の紙を使用し、森林資源の有効活用と森林保全へ

の貢献を認められ、静岡県知事から「しずおか未来の森サ

ポーター認定証」をいただきました。富士宮工場の「サス

テナビリティレポート2011」にも同じ紙を使用しています。

製品設計段階から生物多様性への配慮を強化

　富士フイルムは、2010年2月、世界的な注目が高まって

いる「生物多様性の保全」の観点を「環境配慮設計規則」に

組み込んで運用を開始し、製品設計の段階からの生物多

様性への配慮を強化しています。

　製品設計における「生物多様性保全」についての具体的

な評価項目は、①自然環境の保全と生物多様性の維持を

図るための、生態系への影響回避または最小化に向けた

取り組み（製造での取り組み）、②長期的視点から生物資

源の持続的供給に関するリスクマネジメント（生物資源の

調達での取り組み）の2つです。①に関する取り組みは創

業以来続けていますが、②に関しても、2011年3月発売の

デジタルカメラのケース材料用の牛皮が食肉の副産物で

あり違法な調達は行われていないことを確認した例や、中

国で調達した紙の原産地を確認し違法伐採など問題がな

いことを確認した例など、具体的な環境配慮設計での取り

組みを進めています。

地下水保全と景観保護を目的に行う
地域貢献活動「水田お助け隊」

　九州 南阿蘇村は、熊本の阿蘇カルデラの南部、阿蘇五岳

と外輪山に挟まれた南郷谷に位置し、広大な自然と水資源

の豊かな村です。しかしながら、近年の農業離れの影響か

ら休耕田が目立ち始め、湧水やせせらぎなど自然環境の機

生物多様性の保全の基本的な考え方
富士フイルムグループは、創業以来、すべての事業活動が自然環境から
恩恵を受け、また自然環境に影響を与えていることを認識し、「環境配
慮・環境保全は、企業の根幹を成す」という考え方に基づき、様々な環境
保全活動に取り組み、生物多様性の維持・保全に努めています。2009年
6月にグループ共通の取り組み方針を明確化し、富士フイルムグループ
「生物多様性の保全に関する基本認識と行動指針（略称:「生物多様性
方針」）」を制定しました。私たち人類が享受している生態系サービスを
将来に向けて存続させるため、社内外での取り組みを進めています。

　　　富士フイルムグループ「生物多様性の保全に関する基本認識と行動指針」
　　　http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/vision/creature.html
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2011年、新たにオール富士ゼロックス社員35名が自然観察指導員としての第一歩を
踏み出した

能回復に有効な地下水をかん養することや、山間地の水田

風景を後世に引き継ぐことが難しくなってきています。

　そこで、富士フイルム九州では、南阿蘇村が主体となっ

て活動している「水田お助け隊」に、2010年度から参加し

ています。2011年度も白川上流域にある約37.6アールの

南阿蘇水田に、富士フイルム九州の社員とその家族、行政

の方も加わり、昨年度の2倍となる総勢約100名が田植え

作業を行いました。参加者のほぼ半数が田植え作業は初

めての体験であり、農家の方々の指導や、昨年度参加者の

アドバイスを受けながら、水田を完成させました。

　今後も富士フイルム九州では、南阿蘇村の地下水かん

養事業を通して、地域の景観保護、水資源の保全活動を継

続して展開していきます。

自然観察指導員講習会の開催により
地域の環境ボランティアリーダーを育成

　7月の3日間、富士ゼロックスの塚原研修所（神奈川県南

足柄市）において、（財）日本自然保護協会と共催で「自然

観察指導員講習会※」を開催しました。2001年から毎年開

催し、これまでに300名を超える社員が受講しています。自

然を観察することから理解を深め、その保全について講義

と野外実習を通して学びます。受講した社員は、各社、各事

業所で、また自分の住む地域の環境保全活動に参加する

などして、将来地域の環境ボランティアリーダーとしての

活躍を期待されています。

　富士ゼロックスでは、生物多様性の保全を事業を通じた

活動を行うだけでなく、社会貢献活動の側面から行うこと

も重要ととらえています。その一つが地域における環境保

全活動への個人の積極的な参画であり、この講習会の果

たす役割は大きいと考えます。
※ 自然観察指導員講習会：「自然かんさつからはじまる自然保護」を活動理念に据え
る（財）日本自然保護協会（NACS-J）が1978年から全国で開催、これまでに460回、
受講者は2万5,000人を超えている。

CSR活動報告

ESDに果たしている役割にも
言及して欲しい

　生態系システムの恩恵を受けない企業はなく、
その意味で生物多様性への配慮はすべての企業
に等しく重要な環境側面です。他方、企業活動が
サプライチェーンも含めて生態系に与える影響
は、業態や規模により大きく異なります。このよう
に総論と各論を分けて考えなければいけないと
ころにこの問題の難しさがあります。
　富士フイルムグループは、2009年6月の生物
多様性方針に始まり、化学物質による攪乱防止
や水資源保全を中心に対策を講じ、2010年2月
には製品設計への反映を開始するなど、総論各
論とも着実に対応を進めてきました。今回の報告
は、地域との関わりに力点が置かれ、より具体的
になったと評価できます。今後は、より本業に近
いところで「ESD※への貢献」という観点も強調し
てはいかがでしょう。直接触れることのできない
自然の営みを伝えるうえで「写真」が果たす役割
は、実体験と並んで非常に大きく、広義の生物多
様性への貢献と捉えることができるのではないで
しょうか。

※ ESD：持続可能な開発のための教育
   （Education for Sustainable Development）

第三者意見を受けて

　富士フイルムグループの生物多様性保全に関する方針
策定、化学物質管理、水の保全、環境を配慮した設計など、
着実な活動を評価いただき、進める方向の確認ができま
した。今後も自信を持って取り組んでまいります。
　また、今年度のレポートでは地域との関わりを中心に報
告しましたが、本業である「写真」を通じて生物多様性の大
切さを実感する次世代教育の支援など、ESDへの貢献も
2004年より始めております。今後はこのような取り組みに
ついても、ご理解を深めていただけるよう努力してまいり
ます。
（富士フイルムホールディングス 総務部CSRグループ）

株式会社日本政策投資銀行（DBJ）
環境・CSR部長

竹ケ原 啓介  氏
プロフィール
1989年日本開発銀行（現DBJ）入行。
フランクフルト首席駐在員等を経て
2011年5月より現職。内閣官房「環境
未来都市評価・調査検討会」委員、中
央環境審議会「環境と金融に関する
専門委員会」委員等。

OPINION  　    「生物多様性の保全」への第三者意見
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川下

機器製品

◆◆◆ CSR活動報告

化学物質管理のレベルアップ
自然環境への影響や、お客様や従業員への安全に配慮し、
ライフサイクル全体を見据えた化学物質の管理に努めています。

化学物質管理の基本的な考え方
富士フイルムグループは、「富士フイルムグループ グリーン・ポリシー」（P32）に
基づき、化学物質管理及び製品含有化学物質管理のレベルアップを行動指針の
一つとして定め、製品のライフサイクルにおける自然環境への影響、製品使用時
のお客様の安全、製品製造時の従業員の安全等を評価し、継続的に化学物質の
リスク低減に努めています。
化学物質の管理には、化学物質自体を安全に取り扱うこと、及び製品のライフサ
イクルを通じて原料、部品や製品自体に含まれる化学物質の情報を正確に把握
することの2つの側面があります。そこで、リスク評価の高精度化や管理規則の
順守徹底により化学物質取り扱い時の安全管理レベル向上を図るとともに、サ
プライチェーンでの化学物質情報共有の積極的取り組みや、化学物質規制に先
駆けた自主基準導入により、製品含有化学物質管理の強化を進めています。

製品安全データシートを公開している
ウェブページ

サプライチェーン全体の情報共有を目指し
調達品の含有化学物質情報管理を開始

　富士フイルムは、化学製品、高機能材料、医療機器や光

学機器等、様々な製品を製造しており、サプライチェーン全

体にわたり、製品の原材料や部品、あるいは製品自体の化

学物質情報を効率的かつ高い精度で伝達する仕組みが大

変重要と考えています。こうしたことから富士フイルムは、

製品に含まれる化学物質情報をサプライチェーンに沿っ

て円滑に伝達するために発足した組織「アーティクルマネ

ジメント推進協議会（JAMP）」に、2006年の発足当時から

参画し、円滑な化学物質情報伝達のための仕組みづくり

や、考え方のグローバルな普及活動を行っています。

　2011年度には、企業間での円滑な化学物質情報の伝達

を目的に構築されたJAMP情報流通基盤（JAMP-IT）を通じ

て、取引先から含有化学物質情報をご提供いただく運用

を本格的に始めました。多くの企業に採用されている共通

の情報伝達の仕組みを活用することで、取引先の負担を

軽減、円滑な情報入手を可能にし、製品中の化学物質の管

理レベルを高めました。今後は、本仕組みの利用拡大を取

引先へ働きかけていくとともに、JAMPの仕組みの普及活

動を継続していきます。

「グリーン調達基準」をバージョンアップし
製品開発・製造時の化学物質管理を強化

　富士ゼロックスでは、安全で環境にやさしい商品を製造

するために、購入する部材に含有する化学物質について

含有禁止物質及び含有制限物質を設定し、「グリーン調達

基準」として部品を製造する取引先へ展開し、連携を図っ

てきました。

　グリーン調達基準は、2003年2月より、富士ゼロックスが

独自に自主規制として定めているもので、グローバルに変

化する世界の環境規制に先駆けて、将来代替が必要となる

物質の含有も排除していくことを目指しています。2012年

1月には、EUのREACH規則※1への対応及びEU RoHS指令

改定※2の官報公布を考慮し、フタル酸エステル類※3など新

たに8物質を含有禁止物質として追加設定しました。またグ

リーン調達基準は、社内の設計技術標準とも連動しており、

新たに設計される商品・部品に対して、含有物質情報を設

計者が事前確認し、図面要求項目として記載されます。この

ように、富士ゼロックスと取引先の間で情報の共有を行い、

パートナーシップを強化することで、ともに環境負荷低減に

取り組む体制を構築しています。

　また、納入いただく部材に含有する化学物質情報を

JAMP※4の仕組みを活用し管理することを目指し、情報シ

ステムの稼動を開始しました。
※1 REACH規則：欧州の化学物質管理に関する法律。
※2 RoHS指令：欧州における電気・電子機器に含まれる特定有害物質の使用制限指令。
※3 フタル酸エステル：主に塩ビなどの可塑剤として使用される材料で、玩具・育児用
途では厳しく含有量が制限されている。

※4 JAMP：アーティクルマネジメント推進協議会

　　　グリーン調達基準 
　　　http://www.fujixerox.co.jp/company/eco/green/index.html

■サプライチェーンにおける富士フイルムのポジション
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CSR活動報告

化学物質のリスク評価を高精度化するために
新手法を導入

　富士フイルムは、1995年に化学物質及び混合物（調剤）

のリスク評価の実施を規則化し、独自の基準で毒性と曝露

を点数化、健康、環境、物理的リスクを評価してきました。

さらに健康リスクの評価精度を高めるため、2011年4月に

中央労働災害防止協会の評価手法を追加導入し、国内の

生産・研究拠点での適用を開始、作業環境のさらなる向上

に努めています。

　同手法は、毒性レベルをGHS（化学品の分類・表示に関

する世界調和システム）分類から、また曝露レベルを化学

物質の取扱量、作業時間、飛散性などから判定するもので

す。これらから健康リスクの大きさを5段階で評価し、排気

や密閉化などの具体的な安全対策を求めることができま

す。新たに開発した自動計算ツールを用いることにより、

評価者はデータを入力するだけで、従来の手法での結果

も含めて、健康、環境、物理的リスクの大きさと具体的な安

全対策を確認できるようになっています。さらに、関連する

法規制への対応状況も並列で表記されるため、化学物質

のリスクを総合的に管理することができます。

　今後も、高精度なリスク評価手法の利用により、化学物

質管理のレベルアップに取り組んでいきます。

管理体制を強化する化学物質管理監査を
海外生産事業所で実施

　富士ゼロックスでは、化学物質管理規程に基づき、3年

に1回の頻度で国内外の生産開発事業所を対象にした化

学物質管理監査を実施しています。2011年度は海外生産

事業所を対象に行いました。今回は、化学物質リスク対応

管理として局所排気装置・防爆対応状況を重点に行ってい

ます。

　2011年11月度には、有機溶剤や微紛体を扱う工程のあ

る中国の富士ゼロックス深圳、富士ゼロックスエコマニュ

ファクチャリング（蘇州）について実施。CSR部の全社化学

物質管理監査員のほかに、中国国内の生産事業所の環境

担当者も監査員として参加し、お互いの良い点も学びなが

ら監査を行いました。

　監査結果では、日本側設備設計部門における設計基準

に一部欠落がある等の課題がありましたが、当該サイトの

トップへの報告、社長報告まで行う仕組みを通して、早急

な課題解決に努めています。

ライフサイクル、サプライチェーン全体を
見渡した化学物質管理を

　化学物質管理は、サプライチェーンやステーク
ホルダーなど、広範囲に影響を与える問題です。
サプライチェーン全体での情報共有は非常に重
要であり、JAMPに参加されていることで、化学物
質に着目して活動されていることがよくわかりま
す。強いて言えば、調達先のための対応ではなく、
富士フイルムグループがサプライチェーンの様々
なポジションにいて、川上から川下まで、場合に
よっては消費者まで情報を伝えるためにこの仕組
みに参加しているという姿勢を示していただくこ
とが望ましいと感じました。
　また、世界の化学物質管理はハザード管理から
リスク管理に変わってきています。禁止物質を設
ける場合も、規制に対応することはもちろんです
が、自分たちでしっかりとライフサイクルにおける
リスクを評価し、判断することが大事です。すでに
いくつかの仕組みを採用されていますが、現場は
もちろん、経営層、管理部門など関係者すべてが
自分の問題として関わり、改善していける仕組み
づくり、できればそこに内部だけではなく、第三者
を入れた仕組みが構築できればさらに信頼性が
高まると思います。

第三者意見を受けて

　製品に含まれる化学物質や製品を安全に使用するため
の情報を積極的に開示、提供することは、適正な化学物質
管理の要件ととらえ、富士フイルムグループでは、製品安
全データシートのウェブサイトでの公開やJAMPの活動に
取り組んできました。
　また、リスク管理も早くから取り組んできました。しかし、
リスク管理を含めた化学物質情報共有は、一企業の努力
のみで解決できる課題ではなく、サプライチェーン全体の
協力が必要です。今後も、サプライチェーンの上流・下流
双方の企業と協力し、継続して取り組んでいきます。
（富士フイルム CSR推進部 環境・品質マネジメント部）

東京大学
工学系研究科
化学システム工学専攻 教授
工学博士

平尾 雅彦  氏
プロフィール
JAMPアカデミアアドバイザリーボー
ドメンバー、製品含有化学物質管理
に関するJIS原案作成委員会委員長、
グリーン購入ネットワーク会長。化学
物質の環境影響評価と産業での管理
方法についての研究を行っている。

OPINION 「化学物質管理のレベルアップ」への第三者意見
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◆◆◆ CSR活動報告

多様な人材の活用と育成
「意識改革・組織風土改革」「経営（基幹）人材・グローバル人材育成」をテーマに、
様々な人材育成・交流活動を行っています。

グローバル人材育成のために
様々な実践的プログラムを開始

　富士フイルムでは、グローバル市場でのビジネス拡大に

あたり、2011年からグローバル人材育成のための取り組み

を本格的に始動しています。研修では、言語や異文化理解

に関する教育だけではなく、本来ビジネスで重視されるべ

き内容、例えば現地のスタッフや他社の技術者とのコミュ

ニケーション能力、海外現地法人におけるマネジメント力

など、海外での勤務に際して必要なプログラムを拡充して

います。技術系社員向けには、海外の一流技術者と共通言

語で互角に渡り合える人材の育成を目指すMOT（技術経

営）研修制度をインドと欧米でスタートしました。

　同時に海外の現地法人社員を対象にしたプログラムの

整備も進めています。その第一段として2011年2月と11

月に、現地法人から幹部社員を招いた「FUJIFILM Global 

Leadership Seminar」を実施しました。各人がそれぞれの

国で培った経験や知識に基づいた議論を行い、今後のグ

ローバル人事施策における有益な協議の場になりました。

　今後も、世界各国の社員が有機的なつながりを持ち、グ

ローバル市場でのビジネス拡大に取り組んでいける基盤

整備を進めていきます。

アメリカ・ヨーロッパ・中国・アジアパシフィック各エリ
アの現地法人から幹部社員を東京に招いて行われた
「FUJIFILM Global Leadership Seminar」

人材の活用と育成、人権への基本的な考え方
成長事業の創出・育成に取り組む「第二の創業」を実現するためには、それを支
える人材育成の強化と多様な人材が能力を最大限に発揮できる環境づくりが重
要です。富士フイルムグループ全体の“人材”という資産を活かし、新たな事業創
出に向けたグループのシナジーを実現するため、様々な人材育成の場と交流の
機会を提供しています。
また、人権への取り組みの基本精神としては、2007年4月に制定された「富士フ
イルムグループ企業行動憲章」の5原則の一つに「あらゆる人権を尊重する」こと
を掲げ、「国際的に宣言された基本的人権及び労働基本権を尊重・擁護する。ま
た、いかなる強制労働や児童労働も排除する。」としています。

多くの社員に海外経験の機会を与えることで
グローバル対応力を備えた人材育成を加速

　富士ゼロックスでは、リーダー人材を育成するために、

1969年より社員を国内外の研究機関や大学、海外関連会

社での研修に派遣してきました。このうち「海外業務研修」

では、2011年度から派遣人数を増加し、国内の販売会社

及び開発・生産系の一部の関連会社にも募集を広げ、現在

22名が研修に参加しています。また、従来の1年半の海外

業務研修に加えて、2011年度より営業職の社員を対象に、

実践力のさらなる強化を狙いとした2年半の長期コースを

新設しました。

　近年、企業の海外進出や経営のグローバル化が進んで

おり、お客様の課題にグローバルな視点で対応できる人

材が求められています。また、規模や地域に関わりなく海

外進出する企業が増加するなか、国内の販売会社や関連

会社においても、グローバル対応力強化が急務の課題で

す。派遣人数や募集範囲を拡大することで、グローバル対

応力を備えたリーダー人材の育成を加速させています。

　今後は、研修中の個々の育成度合いをより綿密にモニ

ターし、中長期的な視点を持った人材育成にさらに注力し

ていきたいと考えています。

①欧米ビジネススクール短期MOT研修。世界各地から参加者が集まった
②インドMOT研修。語学力と異文化適応能力の養成を目的とする
③現地法人から幹部社員を東京に招いて行われた「FUJIFILM Global 
Leadership Seminar」
④新人研修でもグローバル人材の育成を意図した内容を強化
⑤語学研修と海外関連会社での業務体験で構成される「海外業務研
修」。毎年10名弱だった人数を2011年度から約3倍に増加

●①

●③

●②

●④

●⑤
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企業行動憲章を順守し
基本的人権と従業員のプライバシーを尊重

　富士フイルムでは、富士フイルムグループ企業行動憲

章により基本的人権を尊重し、従業員に対する不当な人権

侵害、性別、年齢、国籍、人種、信条、宗教、社会的身分、身

体的特徴などによる差別を一切行わないとともに、従業員

のプライバシーを尊重しています。富士フイルムとそのグ

ループ会社の役職者に対して、人権尊重や差別撤廃を目

的とした研修会を定期的に開催し、人権教育を推進してい

ます。

　セクシュアルハラスメント対策としては、セクハラ防止ガ

イドを富士フイルムとそのグループ会社の従業員に配布

するなど、社内の啓発・周知を継続的に行っています。ま

た、パワーハラスメントの禁止を就業規則に定め、様々な

ハラスメントへの取り組みを行っています。そのほか従業

員の相談窓口として、電話相談窓口「富士フイルムグルー

プ・コンプライアンス・セクハラ・ヘルプライン」を設置して

います。社外の専門カウンセラーが相談を受け、プライバ

シーに十分配慮しながら、問題解決を進めています。

多様な人材活用・多様な働き方の実現に向けて

　富士フイルムでは、通常の採用に加え、様々な分野で経

験を積んできた経験者の採用や外国人採用、非正社員の

正社員登用、定年後の再雇用などを行っており、多様な人

材を採用しています。さらに、多様な人材が個の能力を高

め、長期的に活躍してもらうために各種の施策を展開して

います。

　例えば、出産や育児、介護など、様々な制約のある時期

においても、「社員一人ひとりが能力を最大限に発揮して

仕事に打ち込んでいる姿」を実現することが重要と考えて

います。このためには、本人が自身の仕事に対し、引き続

き高い意識・責任感を持つこと、仕事と家庭の両立に関し

て上長はじめ職場が理解すること、そして多様な働き方を

支える制度や施策が図られていることがそれぞれ実現して

達成されると考えています。

　具体的には、法律で義務化される以前より育児休職制度

を導入するなど、過去から継続して多様な働き方を実現す

るために必要な制度の整備を進めてきました。2010年に

は、「育児介護休業法」の改正に伴い、仕事と育児・介護の

両立支援制度を拡充し、看護休暇制度や介護休暇制度な

どいずれも法定を上回る制度を整備しています。また、社

員共済会にて保育園などの託児施設利用料の援助を行う

支援をスタートさせ、活用が進んでいます。

「基本的人権の尊重」を第一義に
人権意識の醸成を図る

　富士ゼロックス及び関連会社・販売会社では、「ALL-FX行

動規範」の中で、『基本的人権の尊重』を第一義に、1.人権の

尊重・擁護、2.差別の禁止、3.ハラスメント行為の禁止、4.プ

ライバシーの保護、5.労働基本権の尊重・擁護、6.強制労

働・児童労働禁止、7.労働安全衛生、の7つの個別条文を定

めています。この規範の下、新入社員研修・マネジメント研

修を始めとする各種教育研修を通じて、人権についての全

体像の理解を深めるとともに、職場風土としての定着に向

けて人権意識の醸成を図っています。

　また、当社は1982年から「東京人権啓発企業連絡会（東

京に本社を置く企業124社を主体）」に加盟し、会員相互の

情報交換や各種啓発活動を加盟各社と同一歩調で取り組

み、様々な人権課題の解決に向けた活動を行っています。

具体的には、12月の人権週間における人権啓発標語の募

集や、同会発行の人権に関する広報機関誌「明日へ」を各本

部長に年2回配布する等の活動を行っています。

「働き方の変革」を実現する
環境づくりを目指して

　富士ゼロックスでは、1988年度に展開した経営刷新運動

「ニューワークウエイ」の下、育児休職制度（1988年度）や

家族介護休職制度（1990年度）など、仕事と家庭の両立を

支援する就労環境づくりに早くから取り組んできました。

その結果、現在では制度を活用することによって仕事を継

続することは当たり前という風土が定着しています。2011

年度の平均勤続年数は、男性19.6年、女性15.3年となって

おり、性別による勤続年数差は年々縮まっています。

　富士ゼロックスでは、ワーク・ライフ・バランスの本質を、

「従業員の士気向上や保有能力の最大発揮のための、人

材力強化を通じた組織全体の生産性改善」と「従業員一人

ひとりの多様な価値観を支えるメリハリのある働き方の実

現」に立脚した「働き方の変革」であるととらえています。

企業としてサステナブルであり続けるためには、多様な人

材が制約を感じることなく活き活きと働き、能力を発揮で

きる生産性の高い会社であることが重要です。その実現の

ために、従業員自らが「働き方の変革」を通じた業務改善

を実践し、その成功体験に基づいてお客様にソリューショ

ン・サービスを提供すること※ができる「変革をリーディン

グする人材」の育成に、今後一層力を入れて取り組んでい

きます。
※ 富士ゼロックスでは「言行一致活動」と呼んでいます。
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F-POWERプロジェクトのこれまでの展開と今後

　F-POWERプロジェクト※は、「強い個・強い組織・強い富士

フイルム」の構築に向け、「女性社員が従来以上に職場の

核となって活躍し、出産育児期にも不安なく最大限に能力

を発揮して仕事に打ち込める環境の実現」を目的に2007

年に立ち上げました。推進チームの提言に沿った施策を、

会社・労働組合が協力して推進。「女性社員の働き方」に対

する意識改革の推進のため、全社・事業場・労働組合にて

啓発セミナーの開催、女性社員の計画的な育成を促す施策

として、上位資格者への育成／登用、研修の実施の他、育

児期の両立支援制度の整備などを進め、これら全体の取り

組み結果として、女性社員の活躍が広がっています。

　2011年からは、「F-POWER＆ワーク・ライフ・バランス推

進チーム」として、従来の女性社員の活躍推進に向けた取

り組みの継続に加え、「効率的で柔軟な働き方」や「介護等

も含めた両立支援のあり方」等、ワーク・ライフ・バランス

も含めた施策へ発展させていきます。
※ F-POWERプロジェクト：FUJIF ILM POSIT IVE  WOMEN'S  ENCOURAGING 
RENOVATIONの略称。

富士ゼロックス香港、及び深圳における
手厚い従業員ケアが評価

　富士ゼロックスは、企業としての持続的な成長を図り、

社会的責任を果たすために欠かせないものとして、会社と

従業員の良好な関係、さらには従業員の家族との関係づく

りにも積極的に取り組み、従業員を大切にする企業文化を

育んできました。こうした取り組みが評価され、富士ゼロッ

クス香港が、中華人民共和国香港特別行政区政府の諮問

機関「家庭議会」が主催した「2011年ファミリーフレンド

リー企業賞」で優秀賞を受賞しました。家庭にやさしい雇

用方針を策定し、実践している企業を表彰するもので、日

系企業では唯一の受賞となります。

　また富士ゼロックス深圳は、「2011年度GOOD FACTORY

賞 ものづくりCSR貢献賞」（主催：一般社団法人日本能率協

会）を受賞しました。仕事だけではなく、直接仕事とは関係

ない精神面までサポートする充実した従業員支援プログ

ラムが、従業員の定着率向上にも効果をあげていることな

どが評価されています。

富士ゼロックス深圳が「2011年度GOOD FACTORY賞 ものづくりCSR貢献賞」を受賞

ビジネス拡大に伴う
今後のグローバルな視点に期待

　昨年は、富士フイルムグループが求める人材像
が明確に示され、どのような社員を目指せばいい
のかわかりやすく表現されていましたが、今年は、
グローバル対応ができる人材の育成にポイント
が絞られ、メリハリのある構成という印象を受けま
した。「人権」という以前にも増して重要視されて
きているテーマを取り上げ、さらに人権教育を実
践・継続している点でも、社会の要請を的確にと
らえていると感じました。また多様性という意味で
は、本文では触れられていませんが、法律を上回
る制度、例えばソーシャルサービス制度やストッ
ク休暇などを設けていることが、色々な働き方を
認めている一つの証かと思います。
　グローバルにビジネスを拡大されるにつれて、
ビジネスパートナー、お取引先、サプライヤーな
ど、バリューチェーン全般にわたって人権教育や
人材育成のお取り組み範囲も海外まで広がって
いくと思います。その意味で、海外のステークホル
ダーを意識した活動が、今後は求められていくの
ではないでしょうか。

第三者意見を受けて

　これまで進めてきた人権教育や多様性に関わる取り組
みについて評価いただき、ありがとうございます。富士フ
イルムホールディングスが掲げる重点施策の一つに、「ビ
ジネスのグローバル展開の加速」があります。この施策を
遂行するために重要な鍵となるのが、様々な国や地域で
企業活動を担い、ボーダーレスに活躍できる「グローバル
人材」だととらえています。
　今後、さらにグローバルにビジネス拡大を図っていくな
かで、引き続きグローバル人材の育成・強化に取り組み、
ご指摘いただいたように海外のステークホルダーを意識
した活動につなげてまいります。
（富士フイルムホールディングス 人事部）

日産自動車株式会社
CSR部 部長

井狩 倫子  氏
プロフィール
日産自動車入社後、アフターセールス
事業部で海外営業、マーケティング、
企画を担当。1994年より3年半欧州
日産に出向。2002年より4年間CEOオ
フィスにてカルロス ゴーンCEOテク
ニカルアシスタントを担当。人事部人
財開発部を経て、2011年度より現職。
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「全国エコドライブ推進シンポ
ジウム」にて全国に情報を発信

交通事故減少を目指してグループ全体で取り組む
安全・エコドライブ運動

　全社をあげた地球温暖化対策の一環として、2008年5

月より、富士フイルムグループの国内関係会社65社が保

有する業務用車両約1万台を対象に「エコドライブ推進運

動」を開始しました。講習会実施やDVD教材・ステッカー

等を全社配布し、エコドライブの意義や技術を従業員に伝

えるとともに、推進者連絡会を立ち上げ、走行距離や給油

データ、進捗状況を管理しています。

　2009年には富士ゼロックス大阪が全国エコドライブコ

ンテストで「環境再生保全機構理事長賞」を受賞し、燃費

20％改善に加えて、交通事故半減の成果を全社に証明し

ました。こうした安全面の効果に着目し、2010年度には目

的に交通事故撲滅を加え、名称を「安全・エコドライブ運

動」と改め、対象をグループの全通勤車両（1.1万台）にま

で広げました。また、参加者のモチベーションアップと意識

継続のために、新たに燃費実績の「見える化ツール」を拡

充し、その普及に努めてきました。

　その結果、業務用車両では事故件数が6.1％減少、自動

安全面で成果を発揮した富士フイルム神奈川
事業場の「安全行動共通ルールの順守活動」

　2010年度から、従来行っていた優秀な安全成績の達成

に対する表彰に加え、安全衛生面における事故未然防止・

リスク低減活動により、優れた成果を得た事業場を表彰す

る「特別表彰」を開始しています。

　特別表彰を受賞した取り組みの一つである、富士フイル

ム神奈川事業場の「安全行動共通ルールの順守活動」は、

日本化学工業協会が選定する2011年度第6回レスポンシ

ブル・ケア賞を受賞しました。本活動は、事業場内にある

様々な安全行動ルールを集約し、周知徹底させることで、

重大災害の未然防止を目指すものです。まず、過去の労災

分析などから必ず守るべき共通ルールを7つに集約しまし

たが、既存設備の制約、過大な作業負担増の回避などの理

由から、共通ルールを守れない例外許可作業が数百もある

ことが判明しました。そこで、リスクアセスメントを行い、高

リスク作業は本質安全対策を行い、例外許可作業を削減。

残りを特定作業とし、特別教育や作業現場にマークを表示

するなど、作業の管理レベルを上げる仕組みを施行しまし

た。「ルールをつくれば安心」で終わるのではなく、「本当に

守れるルールか」「守っているか」を現場目線で実践するこ

とで、安全行動がワンランクアップしたと考えています。

CSR活動報告

労働安全衛生
労働安全は事業活動の原点であるという考えのもと、
安全最優先で従業員の労働安全の確保に努め、安全衛生関連の諸法令の順守を徹底しています。

労働安全衛生方針
富士フイルムグループは、従業員の労働安全衛生の確保が企業活動の最重要基
盤であると考え、本方針に基づき事業を展開する。

1. 事業活動において、従業員の労働安全衛生を最優先する。 
2. 従業員の健康維持・増進を積極的に支援する。 
3. 最高水準の労働安全衛生の実現により社会の要請に応える。 
4. 労働安全衛生に関する従業員と会社との円滑なコミュニケーションを図る。 
5. 労働安全衛生に関する従業員教育を積極的に実施する。

車保険（フリート）割引率は5％、通勤車両による加害事故

も先行事業所において45％改善できたことに加え、重大

事故も減少し、2012年3月に開催された資源エネルギー庁

主催「全国エコドライブ推進シンポジウム」にて事例発表

を行っています。今後はISO39001（道路交通安全マネジメ

ントシステム）の発行も視野に入れ、さらなる推進の強化

に努めます。

各事業場で開催しているエコドライブ講習会
（写真は吉田南工場）
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写真のチカラで日本を元気に
「“PHOTO IS”10,000人の写真展」

　「“PHOTO IS”10,000人の写真展」は、写真の魅力、かけ

がえのない価値を多くの方々に感じていただきたいという

想いから2006年に第1回を開催し、2011年で6回目を迎え

ました。この写真展の大きな特徴は、「誰でも参加できるこ

と、応募いただいた作品はすべて展示されること」です。回

を重ねるごとに応募点数も増え、2011年は過去最多とな

る17,051点の応募があり、まさに日本最大級の写真展とな

りました。応募者も幅広い年齢層にわたり、最年少は1歳、

最高齢は93歳でした。2011年7月22日から11月末までの

間に、過去最多となる全国29カ所で展示が行われ、合計約

43万人の方々にご来場いただいています。

　前回（昨年）は新たな企画として、「みんなで選ぶ“心に

響いた”作品2011」を実施。来場者が会場で「心に響いた」

と感じた作品番号を携帯電話やスマートフォンからコメン

トをつけて投票し、会場ごとに作品を選出する来場者参加

型の企画により、全国から約400点の作品が上位に選ばれ

ました。また、特別展示として東日本大震災で、泥や海水で

汚れた被災地の写真プリント、アルバムを救う活動を支援

する「写真救済プロジェクト」（P58参照）を紹介した展示も

行いました。

　特徴的だったのは、仙台会場の展示作品数が昨年比

156％と、全体の伸び率以上に伸びたことです。東日本大

震災で被災した方々に、自分の作品で元気になってもらい

たいという想いを込めた作品が多数寄せられ、東北エリア

以外から仙台会場への展示希望が大幅に増えました。本

写真展を通じて日本中の方のこうした想いを伝えることが

できたことは、非常に意義あることと感じています。

　富士フイルムは、2012年は「写真は絆、想いをつなぐ。」

をテーマに、人の想いを伝える写真の力、そして思い出を

写真という形に残していくことの大切さを日本全国に強く

伝えていくために、引き続きこの写真展を開催いたします。

◆◆◆ CSR活動報告

本業と社会貢献の連動
事業活動を通じて社会に貢献するとともに、企業市民として地域社会とも積極的に交流を行い、
社会の持続的発展に貢献していきます。

富士フイルムグループ社会貢献方針
富士フイルムグループは、企業市民として社会とともに歩
み、社会の要請や期待に誠実に応える社会貢献を目指しま
す。この方針を実践するため、次の活動指針を定めます。

1. 活動の主要分野 
活動の対象として「学術・教育」、「文化・芸術・スポーツ」、「健康」、「自然
環境保全」の分野を中心に取り組みます。

2. 活動において大切にすること 
（1）連繋や協働による実践

活動の推進にあたっては、NPO／NGO、地域社会等とのコミュニ
ケーションやパートナーシップを大切にします。 

（2）ボランティア活動の積極的支援
従業員の自発的参加による地域との共生、社会への貢献を大切に
し、それらの活動を支援します。 

アルバムづくりの大切さ、写真の楽しさを伝えることを目的に開催している
「アルバムカフェ」

特定のテーマや参加資格はなく、写真を愛する誰もが参
加できる。大サイズに引き伸ばした写真プリントにタイト
ルと作品に込めた気持ち・メッセージを添えて応募

札幌・仙台・東京・名古屋・大阪・広島・福岡のメイン7会
場、地域密着型の小規模展示会場であるサテライト22会
場の計29カ所で開催

新企画「みんなで選ぶ“心に響いた”作品2011」。投票結
果は会場内のモニターで紹介、各会場の上位入選作品
は公式ウェブサイトで発表
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全国でアルバムづくりの場を提供する
子育てママの「アルバムカフェ」

　全国の、未就学児を持つママを対象とした富士フイル

ムの独自調査では、アルバムづくりを途中で断念している

ママたちが約半数にのぼることがわかりました。また、その

うち「いつかつくるつもり」と回答した割合はほぼ100％と

なっており、「アルバムをつくりたいがつくれていない」現

状が浮かび上がりました。そこで富士フイルムは、2010年

9月より「アルバムカフェプロジェクト」を立ち上げました。

これは、子育て中のママたちが写真を持ち寄り、一緒に楽

しくアルバムをつくるワークショップです。アルバムカフェ

の認知を広め、より多くの方々が楽しくアルバムづくりを継

続できる場所を増やしていくこと、また各地でのアルバム

カフェ体験を通じて、アルバムづくりの大切さ、写真の楽し

さを実感いただくことを目的としています。

　プロジェクト開始後、地域写真店のほか、百貨店、ホテ

ル、カフェ、幼稚園、児童館など、多くのアライアンスパート

ナー※に賛同、共鳴いただき、開催してきました。各地から

寄せられる開催報告のなかで、「家族の絆を見直すきっか

けになった」「日頃の育児ストレスから解放されて笑顔に

なれた」などの声もいただき、アルバムづくり、写真がもた

らす新たな効用を見出すこともできました。

　こうしたことから、2012年1月、さらなる普及に向けて本

格的な展開を開始し、アライアンスパートナー拡大に努め

ています。また、アルバムカフェポータルサイトをリニュー

アルオープンし、アルバムカフェ参加者・主催者がサイトを

通じて情報、クチコミ交換し、ネットとリアル双方で楽しん

でいただく場も提供しています。

　富士フイルムでは、アルバムカフェを通じて、アルバム

づくりを楽しむママたちの輪を広げていくとともに、家族ア

ルバムづくりを支援することで、家族の絆を育む写真文化

の発展に貢献していきます。
※ 2012年3月31日現在の主なアライアンスパートナー： 株式会社三越伊勢丹、藤田観
光株式会社、株式会社赤ちゃん本舗、親子カフェベイビー・バー、財団法人母子衛
生研究会、NPO法人チルドリン、全国の写真店・幼稚園、他

医療プロジェクト「スマイル作戦」に
医療と写真で協力

　「スマイル作戦」とは、「世界の医療団」※が、先天的、ある

いは戦争、事故、病気など後天的に顔面や身体に奇形や損

傷を負いながらも、手術を受けることができない人たちに

無償で形成外科手術を行い、彼らに笑顔を取り戻してもら

うための医療プロジェクトのことです。1989年にカンボジ

アで実施してから、現在ではアフリカとアジアの12カ国以

上に広がり、2011年末現在で、延べ9,202件の手術が行わ

れました。

　今回、富士フイルムは、マダガスカルとカンボジアで行

われた「スマイル作戦」に対して、感染症に有効な当社の

医薬品（オゼックス錠、セフォペラジン注射薬、トミロン細

粒小児用等）を寄付し、医療現場で活用いただきました。

　また、富士フイルムは、「世界の医療団」が国内で実施し

ている「1000人のスマイル作戦キャンペーン」に無償で写

真パネルを提供し、写真の持つ力を生かした支援も行って

います。このキャンペーンは、「スマイル作戦」を受ける医

療現場の子供やその家族の様子を展示された写真パネル

から知ってもらうだけでなく、日本から笑顔の写真と応援

メッセージを彼らに届けることも目的にしており、2011年

は、ショッピングセンターなどで35回開催されました。
※ 世界の医療団：パリに本部を置き、世界各地に医療・保健衛生分野の専門スタッフ
を中心に派遣し、人道医療支援に取り組む国際NGO。

これまで約650カ所、約3,000回開催。約50,000名の方が参加（2012年5月9日時点、
当社把握ベース）

上：2012年度も全国各地の施設の協力によりキャンペーンを開催。写真パネルが目
を引くことで、足を止めてもらえる機会が増えたとスタッフにも好評
（写真は「新横浜プリンスぺぺ」（神奈川県横浜市）でのキャンペーンの様子）

下：スマイル作戦キャンペーンに寄せられた応援メッセージは、現地の医療関係者
及び子供たちに届けられている（写真は日本から送られた写真や応援メッセージ
を見る現地スタッフの様子。2011年、マダガスカル・アンタナナリボ）

CSR活動報告
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◆◆◆ CSR活動報告： 本業と社会貢献の連動

拡大教科書普及の一環で教科書デジタルデータの
運用ガイド・活用マニュアルを公開

　富士ゼロックスは、文部科学省から受託した調査研究事

業の成果物として、拡大教科書※1を製作するための「教科

書デジタルデータ」の運用ガイド・活用マニュアルを作成

し、これらをウェブサイトで公開しています。

　2008年に施行された「教科書バリアフリー法※2」により、

教科書発行者はデジタルデータ（PDF）を文部科学省へ提

供することが定められました。これにより、拡大教科書製作

ボランティアの作業が、従来のコピーによる作成からデジ

タルデータをパソコンで編集・加工してプリント出力がで

きるようになり、その過程で運用ガイド・活用マニュアルを

利用することができます。富士ゼロックスは拡大教科書普

及のため、1994年から製作ボランティアにデジタルカラー

複写機・複合機を無償で利用していただくサービスも行っ

ています。今後も普及のために社会貢献と事業の両面か

ら支援を行っていきたいと考えています。
※1  拡大教科書：弱視児童や生徒のために、一人ひとりの視力にあうように教科書の
文字や絵を大きく写して作成したもの。

※2 教科書バリアフリー法：障がいのある児童及び生徒のための教科用特定図書等
の普及の促進等に関する法律。

15周年を迎えた中国砂漠緑化活動

　富士フイルム単一労組結成50周年を機に立ち上げた「緑

の協力隊（砂漠緑化活動）」は、2012年7月29日～8月2日に、

内蒙古自治区ホルチン砂漠へ第15次隊を派遣しました。

2012年度、ホルチン砂漠での緑化活動※は11周年を迎えま

した。また中国現地法人との共同実施5周年の節目の年で

あり、15次隊派遣に合わせ、現地で記念レセプションを開催

しました。レセプションにはカウンターパートであるNPO法

人緑化ネットワーク、現地行政、現地農民、グループ関連企

業の労組委員長を招き、緑化活動のこれまでの歴史を振り

返り、木々の成長を喜び合う大盛況の会になりました。

　今後も現地の発展と参加者の視野拡大を第一に、富士

フイルムグループへの拡大にも取り組み、活動を継続して

いきたいと考えています。
※ 緑化活動：「緑の協力隊」立ち上げ当初は、内蒙古自治区クブチ砂漠にて4年間活動
し、ホルチン砂漠では11年間活動を継続している。

映画作品を高画質なまま長期保存する技術で
アカデミー科学技術賞を受賞

　富士フイルムは、映画用デジタルセパレーション用黒白

レコーディングフィルム「ETERNA-RDS」の開発により、米国

の映画芸術科学アカデミーが選定する2011年度科学技術

賞の“Scientifi c and Engineering Award”を受賞しました。

近年は、映画製作でもデジタル撮影が普及し、映像情報を

デジタル保存するケースが急速に増えてきています。しか

しデジタル保存は、データを保存したメディアの劣化や再

生するハードウエアの急速なモデルチェンジなどにより、

保存された映像情報を再生できなくなるリスクがあり、万

能ではありません。そのため富士フイルムは、保存性の高

いフィルムの特性を活かし、デジタル映像を長期保存する

ための専用黒白フィルム「ETERNA-RDS」を開発しました。

　優れた写真性能と長期保存性の両立、現像処理での高

い安定性が評価され、すでに多くの米ハリウッド作品の

アーカイブ保存用として使用されています。

米国で世界の森林保護に努める団体を支援

　FUJIFILM Holdings America Corporation（米国）は、

2004年よりレインフォレスト・アライアンス（Rainforest 

Alliance）の活動趣旨に賛同し、大手小売店向けの写真

カード注文袋にレインフォレスト・アライアンス認定の封

筒を利用するなどの支援を行っています。レインフォレス

ト・アライアンスは、生物多様性保全と持続可能な社会を

目指す活動を行っている非営利団体で、世界の森林保護

を推進しています。 

　2011年には、同団体が主催する環境保護写真コンテス

トに協賛しました。このコンテストは、自然の美しさを通じ

て、環境保全の意識向上を目指すものです。また、彼らの

活動を広めるためにアメリカ自然歴史博物館で毎年開催

されている年次大会に寄付をするとともに、2011年のホリ

デーカードにレインフォレスト・アライアンス認定カードを

採用するなど、様々な貢献をしています。

ホームページで公開している
拡大教科書製作のための様々
なガイド・マニュアル

ⒸA.M.P.A.S.Ⓡ

「ETERNA-RDS」は「映画産業における遺産保護に向けた重要な第一歩」であると評
価され、2011年度“Scientific and Engineering Award”を受賞
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京町家の習慣や文化伝統を今に伝える
古文書復元の取り組み

　富士ゼロックス京都では、地域や社会との深いつながり

を意識した社会貢献活動を積極的に行っていますが、そ

の一つが古文書復元の活動です。

　京都は1,200年を超える歴史のある街であり、京町家の

習慣や文化伝統を今に伝える古文書が数多く保存されて

いますが、傷みが激しいものはそのまま扱うことができま

せん。そこで、原本をデジタル化し、複合機を使って和紙に

プリントし、複元本を作成しています。単にコピーするので

はなく、できるだけ原本に忠実な色味、綴じ方にこだわり、

再現性を高めています。これまでに、国の重要文化財に指

定されている奈良屋杉本家が保存する、京都の商家の慣

習が書かれた「歳中覚」という古文書や、下鴨神社が保存

する祭事の道具や衣装装束の図面である「御祭神寶神器

絵図」などを手がけてきました。

　今後も京都の老舗の蔵に数多く埋もれている古文書を

復元し、直接手に触れられるアーカイブをつくり上げ、京都

の文化の保存と紹介に貢献していきたいと考えています。

米国・竜巻被害を受けた家族を写真救済で支援

　2011年春、米国ミズーリ州ジョプリンは、竜巻によって

壊滅的な被害を受け、この地域にあるスーパーマーケッ

トのウォルマートも倒壊しました。幸いウォルマートはす

ぐに再建され、そのオープニングセレモニーにFUJIFILM 

North America Corporation（米国）が参加し、竜巻で破損

した約250家族の写真の修復サービスと、約300家族の記

念写真撮影サービスを無料で実施しました。

　さらに、FUJIFILM North America Corporationとその社

員は、非営利団体のアメリケアを通じて、この災害に対し

15,000ドルを寄付しています。

上：写真は最先端のフロンティ
アドライミニラボシリーズ
「フロンティアDL600」で
プリント

下：被災した家族の写真撮影
を無料で実施
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事業領域周辺の社会課題にフォーカスし、
NPOなどと連携した取り組みを

　近江商人の心得に見るまでもなく、日本企業は
元々地域のコミュニティとの緊密な連携と共に、
社会の課題をビジネスとして解決しながら成長し
てきたという歴史があります。
　今、世界中で多くの社会課題が噴出し人類全
体にとって大きな脅威となっているなか、このよう
な歴史を持つ日本企業の果たすべき役割も大き
な転換期を迎えています。富士フイルムグループ
の本業と社会貢献を連動させた多様な取り組み
は、その意味においても先進性に富んでおり、特
に東日本大震災支援の各取り組みは他社の手本
となるものと言えます。
　今後、これらの取り組みをさらに発展させてい
くなかで期待したいことは、富士フイルムグルー
プとしてすでにビジネスとして成立している領域
の周辺に存在する社会課題にフォーカスし、その
解決に向けた取り組みをNPOなどと連携して行っ
てほしいということです。これはビジネスを通じた
社会課題解決という新たな事業化のきっかけと
なるだけでなく、その取り組み自体が地域社会と
の共感を生むと同時に、持続的発展に貢献するも
のになるでしょう。

第三者意見を受けて

　本業と社会貢献を連動させた取り組みをご評価いただ
きましたことは、事業を通じた活動を推進する我々にとっ
て、励みとなりました。今後も様々なステークホルダーの
方々と連携をとりながら、継続して取り組んでまいります。
また、事業領域の周辺にある社会問題の解決については、
将来的な事業化、成長の可能性を生み出すポイントとし
て、検討を始めてみたいと考えます。
（富士フイルムホールディングス 総務部CSRグループ）

日本財団
経営支援グループ
CSR企画推進チーム
チームリーダー

町井 則雄  氏
プロフィール
日本財団にて主に企業との協働事業
やCSR推進のサポート業務、講演など
を行う。経済産業省地域新成長産業創
出促進事業審査委員、内閣府「新しい
公共推進会議」情報開示・発信基盤に
関するWG委員など。

OPINION     「本業と社会貢献の連動」への第三者意見

東日本大震災の復旧・復興支援活動については、P58をご参照ください。
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新しい働き方を支援する
コミュニケーション・ワークスペースを開設

　富士ゼロックス総合教育研究所は、企業のイノベーショ

ンや個人の新しい働き方を支援するコラボレーションセン

ター「スペースアルファ 三宮」を2012年3月に新設、運営を

開始しています。

　近年、世界中の都市でフリーランスの人々を中心に、働

く場所を固定しない個人が集い、他分野の人々との交流を

通じて価値観を共有することで仕事上の相乗効果を期待

する「コワーキング※」の場が急速に増加しています。また

企業にとっても、従業員の創造性やモチベーションを育む

ワークプレースの提供は大きな関心事です。

　スペースアルファ 三宮では、場の提供だけではなく、ビ

ジネススクールの開催、経営・事業に関する各種コンサル

ティング、会議の質や効率の向上を支援するコミュニケー

ション支援サービスも合わせて提供し、これからのビジネ

スにおける知的で創造的な働き方、コミュニケーションの

あり方をお客様とともに創造していきます。

※ コワーキング：起業家や個人で仕事を持つ人などが、働く場所（空間）を同じくする
だけではなく、コミュニケーションを図ることで、互いに情報と知恵を共有するとい
う概念及びそのための施設。各個人が独立して働きながら、相互にアイデアや情
報を交換し、オフィスの環境を共有することで生まれる相乗効果を目指すコミュニ
ティー・スペースとして注目されており、世界中の都市で増えつつある。

お客様の声をフィードバックした
様々な製品・サービス改善を実施

　お客様コミュニケーションセンターなどに寄せられたお

客様の声は、関連部門や関係会社にフィードバックし、製

品やサービスの改善などに生かしています。

　例えばサプリメントでは、スクリューボトルの蓋が開け

にくいというお客様の声にお応えし、今春発売の新製品よ

り蓋の形状を変更しました。アスタリフトローション（化粧

水）及びエマルジョン（乳液）では、次回お買い求め時期が

わかるように容器側面に残量を確認できる細長いスリット

（窓）を入れ、2012年9月発売の新アスタリフトシリーズで

さらに見やすく改善を図っています。また、商品お届け時

の配送箱は、ユーザーアンケートによりお客様のご意見を

伺った上でスリム化、定期宅配便納品書には注文変更期

限とお届け日を表示し、お客様の

次回購入時の利便性を高めてい

ます。富士フイルムでは今後も

お客様の声に基づいて、様々な

改善活動を続けていきます。

わかりやすさ、使いやすさ、情報の多さで
株主・投資家情報ウェブサイトが各賞を受賞

　富士フイルムホールディングスの株主・投資家情報

ウェブサイト（IRサイト）は、「2011年インターネットIR・ベ

スト企業賞」（主催：大和インベスター・リレーションズ）や

「Gomez IRサイト総合ランキング2012・優秀企業　金賞」

（主催：モーニングスター）に選ばれるなど、全上場企業の

中でも高い評価を受けています。

　IRサイトは、投資家や株主が手軽にアクセスできる企業

研究ツールとして重要性が高まっており、ユーザー視点に

立ったわかりやすい文章や構成、ビジュアル表現、オンラ

イン版のアニュアルレポートの採用など、情報の充実と使

いやすさを意識した運営を行っています。

ステークホルダーとの対話の手段

◆◆◆ CSR活動報告

ステークホルダー・コミュニケーションの充実
様々なステークホルダーとのコミュニケーションを通じて、富士フイルムグループの
社会的責任について従業員自ら考え、その課題を抽出しています。

ステークホルダー・コミュニケーションの基本的な考え方
企業は様々なステークホルダーと関わりながら活動を行ってい
ます。CSRの基本は、企業が自ら抱える課題と社会が抱える課題
を同じ視点でとらえ、ステークホルダーとの調和を図りながら解
決に努め、成長していくことであると考えています。
富士フイルムグループは、CSR活動が社会の要請や期待に応え
ているか、その活動が的確に実施されているかを、様々なステー
クホルダーとの対話を通じて、常に見直しています。従業員

富士フイルムグループ

市場  Market

地域社会・国際社会  Society

環境  Environment

株主・投資家

お客様

将来世代

業界団体
行政

ビジネスパートナー

コミュニティ
（地域社会）

お取引先

調達先

NPO・NGO

富士フイルムグループとステークホルダー

中国国際医療機器展
China International Medicinal Equipment Fair 
（CMEF）

北米放射線学会
Radiological Society of North America（RSNA）

インド放射線学会
Indian Radiological & Imaging Association（IRIA）

■世界の医療向上を目指し、海外の展示会に積極的に出展

ステークホルダー 対話の手段

従業員

CSRを推進する
上で、従業員は
中心的な役割を
担うステークホ
ルダーです

●人事部の窓口や人事部面談
●富士フイルムグループ・コンプライアン
ス・セクハラ・ヘルプライン
●労働組合と会社の定例会
●ステークホルダー・ダイアログ
●働きがい向上に関する意識調査
●社内報

調達先

調達先は、安全
で環境に配慮し
た製品を継続的
に提供するため
の重要なパート
ナーです

●資材部門（お問い合わせ窓口）
●富士フイルムビジネスエキスパート
　（お問い合わせ窓口）
●環境部門（お問い合わせ窓口）
●調達先向けの説明会（グリーン調達、含
有化学物質管理）や企業環境グリーン
度調査

●調達先との定期的な協議
●資材調達のウェブサイト

コミュニティ
（地域社会）

特に生産活動を
行う事業所では、
地域共生・環境
保全は、CSRの重
要な要素と考え、
地域とのコミュ
ニケーションを
推進しています

●各工場・事業所の窓口
　（お問い合わせ窓口）
●環境対話集会
●工場見学
●地域でのボランティア活動
●地域での講演会や説明会
●自治体（市役所や市長、自治会長など）
との定期的な協議

株主・投資家

企業価値を正しく
ご理解いただくこ
とを常に意識し、
国内・海外に向け
たIR情報のタイ
ムリーな開示に
努めています

●IR室（お問い合わせ窓口）
●株主総会
●決算説明会
●投資家向け説明会
●IRカンファレンス
●個別ミーティング
●IR情報のウェブサイト
●アニュアルレポート
●株主通信

ステークホルダー 対話の手段

お取引先

お取引先は、新
しい価値創造を
社会に提案して
いく上で、重要な
パートナーであ
り、協働と支援の
両面で製品開発
を行っています

●販売会社、営業・販売部門
　（お問い合わせ窓口）
●お取引先との定期的な協議
●製品、材料開発時のご相談や共同開発
●展示会、イベント、学会への参加

NGO・NPO

環境保全や教
育活動に取り組
むNGO・NPOへ
の支援活動を
継続的に行って
います

●総務部門（お問い合わせ窓口）
●CSR部門（お問い合わせ窓口）
●公益信託富士フイルム・グリーンファンド
事務局

●ステークホルダー・ダイアログ

お客様

お客様のご意
見・ご要望を製
品やサービス、
そして企業活動
へと反映する活
動は、メーカー
としての重要な
課題です

●カスタマー・センター（お問い合わせ窓口）
●FUJIFILM SQUARE（ショールーム）
●技術サポートセンター
●サービスステーション
●ユーザビリティ評価会やモニター調査
●CS調査  　●VOC
●フォトコンテスト、写真展、写真教室
●イベント、展示会、セミナー
●製品購入登録者アンケート

将来世代

未来社会を担う
将来世代に向け
た教育活動も、
企業の社会的責
任の一つである
と考え、教育支
援には力を注い
で進めています

●授業への講師派遣や学校イベントへの参加
●課外授業などでの工場見学受け入れ
●NGOと協働した環境教育活動

業界団体・
行政・
ビジネス
パートナー

R o H S 指 令・
REACH規則など
の法規制に対応
するため、各業
界団体とともに
積極的に活動し
ています

●業界ガイドラインづくりへの参画
●業界団体を通じてパブリックコメントの表明
●ピンクリボン運動、病院・大学との共同研究
や寄付講座の開設

CSR活動報告

「スペースアルファ 三宮」の
ラウンジ（上）とコワーキング
エリア（下）

ここで残量をチェック。2011年末より、
スリット付き容器に順次、切換えている
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海外及び物流分野にも範囲を拡大する
富士ゼロックスのCSR調達の取り組み

　富士ゼロックスでは、取引先とCSRに関する価値観や目

標をともに学び、環境や人権・労働、企業倫理に関するリス

クを最小化し、信頼に基づく共存共栄の関係を築くことを

狙いとして、CSR調達活動をグローバルに推進しています。

　取引先が自主的にCSR活動に取り組めるよう、説明会や

パートナーシップ強化を目指した
富士フイルムのCSR調達の仕組みづくり

　富士フイルムでは、2000年から調達先への「企業環境グ

リーン度調査」及び「含有化学物質管理 自己監査」により、

調達品・調達先のグリーン化を目指したグリーン調達に取

り組んできました。その後、事業領域が急拡大するなかで、

2007年には各調達部門の実情調査や関係者によるタスク

を立ち上げるなどCSR調達実施に向けた検討を開始。2009

年10月には「調達の基本的な考え方」と「調達ガイドライ

ン」から成る「グループ調達方針」の制定を機に、これまで

の「企業環境グリーン度調査」に企業倫理・コンプライアン

ス、人権、労働安全、社会貢献など、「調達ガイドライン」と

整合した社会性項目を加えたCSRセルフチェック調査を、

資材部の主要取引先70社に対して試行してきました。

　これは取引先に、アンケートを実施するだけにとどまら

ず、各社ごとのリスクや改善課題を明らかにした評価レ

ポートを返送することで、改善を要請し、結果を確認すると

いうプロセスの確立に向けたトライアルとして行ったもの

です。

　2011年度はこの結果を踏まえて、富士フイルム全社に

展開するシステムの設計と導入準備を行いました。2012

年度はCSRセルフチェックの新システムを立ち上げ、実運

用に移行しながら実施部門の拡大に努めていきます。

　　　富士フイルムグループ調達方針
　　　http://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/vision/procure.html

トップセミナーの開催、マネジメント・ガイドラインやCSR

セルフチェックリストを展開した上で、当社の専門チーム

が訪問して実情を確認し、顔の見えるコミュニケーション

を通じて活動を支援しています。資材調達は、すべての取

引先が甚大なリスクにつながる可能性のある最重要項目

（57項目）への90%以上適合を目標とし、2011年度は前年

度より2.7％増加し95.6%となりました。日本及び中国にお

いて当社専門チームによる訪問確認も継続し、国内では、

優れた事例を「判断基準及びベストプラクティス集」とし、

水平展開する仕組みを取り入れています。

　一方、中国の一部の取引先では、チェックリストの回答

と実態との隔たりが大きい（「従業員の健康診断の実施」や

「土壌汚染防止」の項目など）ことが判明し、今後の対策を

検討しました。今年度より、CSR基礎教育を受講した調達担

当者による訪問確認を、取引先全拠点を対象に導入してい

く予定です。

　物流分野は、国内は配送担当の一次協力会社・事業所及

び輸出入における通関業務担当の5社において、最重要項

目（100項目）の適合率90%以上を目標とし、2011年度は個

別訪問による徹底したフォローの結果、98.5%（前年度は

67.6%）の取引先が目標を達成しました。さらに国内では幹

線輸送の一次協力会社へ、アジア・パシフィック地域では配

送の一次協力会社へ新たにトライアルを開始しました。今

年度は、国内の取り組み定着に加え、海外ハブ物流（中国－

シンガポールハブ倉庫、中国－オーストラリアハブ倉庫）か

ら海外展開を実施する予定です。さらに、これまで未着手

であった一般購買品にCSR調達の活動範囲を広げることに

より、QCD（品質、価格、納期）面もCSR面も高いレベルで統

制されたサプライチェーンの構築を目指していきます。

紛争鉱物取り引きへの対応

　コンゴ民主共和国（DRC）やその周辺国において、現地

武装勢力が地域住民に対し暴行、児童労働などの非人道

的な行為を働き、重大な人権侵害、及び環境破壊を引き起

こしていると伝えられ、大きな国際問題となっています。特

に現地で産出される鉱物には、金（Au）、タンタル（Ta）、タ

ングステン（W）、およびスズ（Sn）という電機・電子産業に

とって不可欠な希少金属が含まれており、これらの鉱物、

いわゆる紛争鉱物の取り引きが現地武装勢力の直接的、

または間接的な資金源となることが懸念されています。富

士フイルムグループでは、紛争鉱物のような不法に採掘、

処理された鉱物の使用、さらには、そのような不法な活動

を直接的、間接的に利するような行為には加担しないよう

定めています。CSR調達専門チームによる訪問確認の実施
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節電をテーマに従業員とその家族が取り組む
地球温暖化対策活動「アイス・チャレンジ 2011」

　富士フイルムグループは、地球温暖化対策の一環として、
2008年から従業員個人が家庭でエコライフを実践し、CO2
を削減する「アイス・チャレンジ」に取り組んでいます。4年
目を迎えた2011年は、東日本大震災による深刻な電力不足
に対応し「節電」をテーマとしました。
　富士フイルムグループの国内関係会社78社の従業員約4
万人を対象に、7月から9月末までの3カ月間実施。過去最多
の34,412名の従業員とその家族が使用電力削減率15％以
上を目標に削減に取り組みました。この結果、参加世帯の平
均節電量は概算で2,800Wh/日となり、これは全国の一般的
な家庭の1日あたり使用電力量の約30％に相当します。
　また2011年は、「アイス・チャレンジ」の取り組みを一般に
も広めるためTVCMを放映、ウェブサイトでは具体的な節電
成果のシミュレーションができるツールを公開しました。こ
の「みんなで節電チャレンジ！」のコーナーには、9月末まで
に約6万件ものアクセスをいただき、多くの一般の方々にご
賛同いただきました。今後も、こうした取り組みを社内外に
浸透させていきたいと考えています。

省エネ効果に優れたLEDスタンドを
約10,000台導入しオフィスでの使用電力を削減

　東京電力管内での電力不足問題に対し、オフィスビルで
の省エネを確実に実施するため照明方法を抜本的に見直
し、天井照明の照度を抑え、タスクライト（LEDスタンド）を
用いて自席で必要な明るさを確保する「適所・適光」の照明
を導入しました。
　手元照明として省エネ効果に優れたLEDスタンド約
10,000台を、富士フイルムホールディングス・富士フイル
ム・富士ゼロックスの本社（東京ミッドタウン本社及び富士
フイルム西麻布ビル）及び富士フイルムの各事業場、R&D
部門、関連会社が入居するオフィスビルに導入。これによ
り、オフィスで使用する電力の約10%を削減し、天井灯の放
熱減による空調負荷軽減も含めると約15%の節電を実現し
ています。

「共同使用制限スキーム」を活用して
全拠点トータルでの使用電力削減に取り組む

　2011年夏は東京電力・東北電力管内で「電力使用制限
令」が発令され、大口需要家に2010年最大ピーク比15%以
上の電力削減が義務付けられました。これに対応するため、
富士フイルム及び関係会社の国内大口需要24拠点のうち
制限令対象の15拠点が局在する東京電力管内では、「共同
使用制限スキーム」を活用して全拠点トータルでの使用電
力削減を進めました。
　具体的には、各拠点での徹底した節電のほかに、
①神奈川工場足柄・小田原両サイト及び富士宮工場に導入
されている自家発電設備の稼動率を上げ、電力会社から
の購入量を削減
②先進研究所に設置されたナトリウム硫黄電池を活用し
て、夜間にためた電力を計画的に放電し使用電力を平
準化

などを実施するとともに、万一目標上限を超えそうな場合
のセーフティネットとして、富士宮工場の自家発電力を他拠
点に「自己託送」※できる体制を構築しました。それらの結果
として、昨夏は最大ピーク電力の比較で22％、電力使用量
で19％、CO2で11,400トン（いずれも前年同期比）の削減を
達成することができました。

※ 自己託送：電力会社の送電線を通して事業者の自家発保有拠点から別の拠
点に送電すること。電力会社との契約が必要。

co
lu
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n

 1

グループ各社に「アイ
ス・チャレンジ」の啓発
ポスターを配布すると
ともに、TVCMやウェブ
サイトで一般の方へ
の参加も呼びかけた

東日本大震災の影響による深刻な電力不足に対応し、
グループをあげて様々な使用電力削減策を実施
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放射線の知識を生かして
福島県広野町の復興を支援

　東京電力福島第1原子力発電所から21kmの福島県広野
町内に位置する、富士フイルムファインケミカルズ広野工場
では、放射性医薬品の研究開発・製造・販売を行っている富
士フイルムRIファーマの協力を得ながら、自社敷地内の除染
にとどまらず、地元広野町に対する除染作業の指導や放射線
量測定の実施、汚染物保管用の容器の寄付などの支援をし
ています。2011年10月には、広野町及び周辺地域に広野工
場の復興を示すとともに、地域の復興を願う「安全祈願祭・復
興祭」を開催しました。「放射能の汚染と除染」についての講
演や、製品が放射能に汚染されていないことを保証する体制
作りを説明し、風評被害の払拭に向けても活動しています。
　また、富士フイルムからもマスク15万枚、除菌用ハンドジェ
ル1万本を寄付するなど、地域の復興支援を継続しています。

大切な思い出を写真というカタチに残す「写真救済プロジェクト」

　富士フイルムでは、津波により海水や泥で汚れた写真やアルバムを救う活動を支
援する「写真救済プロジェクト」を2011年4月に立ち上げ、写真プリントの状態に応じ
た適切な洗浄方法の情報提供や被災地での指導、写真救済活動を行うボランティア
団体への洗浄に必要なツール・消耗品の提供などを続けてきました。また、被災地
で処理が間に合わない写真を預かり、富士フイルム神奈川工場足柄サイトで従業員
やその家族、OBも含めた社内ボランティアが参加し、2011年6月～7月の約1カ月間、
延べ1,500人によって約17万枚の写真洗浄を行いました。
　写真救済プロジェクトの想いは各地に広がり、被災地の写真洗浄は大きく進みま
した。そして、洗浄の終わった写真を持ち主にお返しする活動も各地のボランティア
団体によって行われ、今も続けられています。富士フイルムでは、一般の方を募集し
ての被災地写真洗浄ボランティアの実施、各地の団体へのポケットアルバムの提供
やプリンターの貸し出し、被災地が抱える課題について討議してもらう「写真救済サ
ミット」（2011年12月1日）の開催など、様々な側面から支援を継続、ウェブサイトで
の情報提供も続けています。
　今回、多くの被災者やボランティアの方々に、私たち富士フイルムが改めて教えて
いただいたのは、写真をプリントしアルバムで残していくことの大切さでした。デジ
タルカメラの普及に伴い、被災地で大量に集められたアルバムや写真にはここ10
年間の写真がほとんどなく、しかもメモリーカードやパソコンはほとんど回収され
ず、回収されても写真データの再生は難しかったということです。人生の最も大切な
財産である「思い出」が消えてなくなることのないように、今回災害にあわなかった
方々にも、“思い出をカタチに”して残すことの意義をお伝えし、そのために最高の製
品・サービスを提案し続けることが、富士フイルムの使命だと考えています。

　　　「写真救済プロジェクト」ウェブサイト： http://fujifilm.jp/support/fukkoshien/index.html

富士ゼロックスが宮城県気仙沼市へ
社員ボランティアを派遣

　富士ゼロックス及び国内関連会社は、東日本大震災の復
旧・復興支援策の一つとして、宮城県気仙沼市大島で観光
名所や漁業の復旧支援を行う社員ボランティア活動を行っ
ています。この活動は、富士ゼロックスが参加する国連グ
ローバル・コンパクト・ジャパン・ネットワークに署名する他
の企業と連携して行うものです。観光名所の浜辺や島全体
を眺望できる山のリフトの清掃などに加えて、被災者との交
流や産業振興に向けた次の支援について話し合うなどの
活動を行っています。
　2011年9月から2012年3月までの活動期間に計13回、延
べ191名がこの活動に参加しました。

co
lu

m
n

 2 東日本大震災の復旧・復興に向けた
富士フイルムグループの支援活動

❶写真の洗浄方法を告知するTVCM「被災地の写真」は「第51回消費者のためになった広告コンクール 銀賞」を
受賞 ❷「写真救済プロジェクト」のウェブサイトを設け、今も続く写真を救済する取り組みを伝えている ❸一般参
加者を募った被災地写真洗浄ボランティアも継続。2012年2月11日～12日の2日間には計160名のボランティアに
より約20,000枚の写真を洗浄 ❹2012年2月29日～3月25日、地元のボランティア団体が開催した「おもいで再会
ひろば」。仙台市宮城野区・若林区で被災した写真やアルバムが持ち主が見つかることを願い展示された
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